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１．本調査の概要 

1－1 調査の目的 

 長野県は、これから先の 10 年間を見据えて、平成 28 年 6 月に「信州まつもと空港の発

展・国際化に向けた取組方針」を策定し、この中で定めた“目指す姿”の実現に向け、4 つ

の柱からなる取組を実施している。 

 この取組の柱のうち「空港の国際化」の実現に向けては、立地環境による制約や国際線対

応のための機能が不足しているなど種々の課題を有している。 

 また、空港を「観光・賑わいの拠点」として多くの方に利用していただくためには、従来

の県直営による空港管理にとらわれず、民間のノウハウを取り入れた空港経営へと転換し

ていくことが効果的であると考えられる。 

 こうしたことを踏まえ、本業務では、松本空港に適した官民連携手法を活用した新たな空

港の運営方式を調査・検討し、事業化に向けた課題や今後の進め方を整理することを目的と

する。 

 

1－2 本事業発案の経緯及び長野県が抱えている課題の整理1 

 「1－1 調査の目的」でも述べているように、長野県は「信州まつもと空港の発展・国際

化に向けた取組方針」に従い、空港の利便性の向上や機能の強化を図り、観光・賑わいの拠

点となることを目指している。しかしながら、これらの将来像を達成するにあたっては、ヒ

ト・モノ・カネの各分野で問題を抱えている。 

 

（1） 「ヒト」に係る問題点 

 今後、空港が観光・賑わいの拠点となるためには、特に旅客ターミナルビルが多様な役割

を担っていく必要があるが、現在の松本空港ターミナルビル株式会社の組織体制は日々の

オペレーション業務を実施するにあたり最低限必要な 4 名（契約社員 1 名を含む。令和元

年度。）となっており、現在の人数で新たな役割を担うことは難しい。 

また、人口減少による税収減や時代の変化とともに行政業務も多様化する中で、空港基本

施設の管理業務に従事する県職員を増強していくことは難しく、職員のノウハウ承継や人

材育成等が必要である。 

 

（2） 「モノ」に係る問題点 

 松本空港は平成 6 年 7 月にジェット化開港してから、25 年以上が経過し、設備等の老朽

化が進んでいることから、修繕や更新を計画的に進めていく必要がある。また、近年の空港

におけるテロ事件や航空機事故、新型コロナウイルス感染症の拡大等により、空港のセキュ

リティレベルが強化されることも考えられ、それらに対応するための施設整備が必要とな

ることも考えられる。 

                                                   
1 松本空港の現状については、2 章及び 3 章に整理。 
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（3） 「カネ」に係る問題点2 

長野県の航空系空港事業に係る直近 10 年の収支状況は歳出超過であり、赤字幅は拡大傾

向にある。 

また、旅客ターミナルビルの経営を行う松本空港ターミナルビル株式会社は平成 22 年 5

月末に日本航空株式会社の定期路線が撤退して以降、平成 22 年度・23 年度の決算で経常損

失を計上している。当社は平成 24 年 3 月末に減損会計を適用するとともに、「中期経営改

革プラン」を策定し、経営の立て直しに取り組んでいるが、平成 30 年度の経常利益率は

1.3％程度にとどまる。旅客規模が同程度の空港と比較した場合、松本空港の売上高や旅客

一人当たり売上高が小さいことが分かる（図表 1）。 

 

図表 1 同規模空港との旅客一人当たり売上高の比較 

 

出所：国土交通省「空港管理状況調書」及び各空港ターミナルビル会社事業報告書より作成 

※新型コロナウイルス感染症の影響により減少した旅客数の影響を除くため平成 30 年度値で

あるが、大館能代空港のみ公表年度にあわせ平成 31 年度値を採用。 

 

 以上の問題点を踏まえると長野県が抱える課題は以下の通り整理される。 

 

図表 2 長野県が抱える課題の整理 

課題１：新たな機能付加（観光・賑わい拠点化、国際線機能強化）への対応 

 空港の集客力を高め、賑わい創出が可能かつ増収に向けたテナント誘致、イベント企画、

新たな機能付加の検討と実行力が必要 

 取組体制の強化が必要 

 今後増嵩する更新投資費用に加え、新たな機能強化のための投資の確保が必要 

課題２：航空ネットワーク拡大のためのエアポートセールスの強化 

 旅客数の維持・増加のための、市場分析やデータ分析等（マーケティング）に基づく戦略的

なターゲットの設定が必要 

 需要の創出のための利用促進策の展開が必要 

 商談会、交渉の場への積極的な参加が必要 

 減免制度の活用だけに頼らない、交渉力の強化が必要 

 コンセッション導入空港がエアポートセールスの専門人材の獲得・育成に努める中で、取

                                                   
2 詳細は 3-5（4）参照。 

松本空港 能登空港 大館能代 稚内 石見

売上高 （千円） 69,375 355,159 239,460 156,019 256,333
旅客数 （百人） 1,378 1,723 1,556 1,994 1,527
旅客一人当たり売上高 （円） 503 2,061 1,539 782 1,679
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組体制の強化が必要 

課題３：経営改善 

 航空系事業の支出削減（特に通常経費や修繕費用の削減）、適切な収入確保に向けた改

善（着陸料の減免制度） 

 非航空系事業の収益力の強化、営業・企画等の人員体制の強化 

 

1－3 上位計画との関連性 

長野県では、松本空港を「空の玄関口である交流ネットワークの核」と位置付けている。

また、松本空港には県警航空隊や消防防災航空隊が置かれ、大規模災害時には空港周辺も含

め広域防災拠点に位置付けられるなど、県民の安心・安全を守る役割を果たしている。 

上位計画では、将来的に空港のネットワーク拡大や空港の活性化を目指していることが

わかる。 

 

図表 3 長野県の上位計画における空港の位置付け 

計画名 空港の位置付け 

「しあわせ信州創造

プラン 2.0」 

 広域交通ネットワークの一つとして、人や物の流れを生み出し、

国内外との交流拡大を実現し、快適な暮らしと県内経済の発展

を支えることが掲げられている。 

 具体的には、松本空港の発展・国際化の実現や、観光・賑わい

拠点としての活用の促進を目指すこととしている。 

（策定年度：平成 29 年度） 

「長野県新総合交通

ビジョン」 

 「松本空港の機能強化」を掲げ、国内路線の拡充に加え、空港

の国際化に向けた機能強化を図ることが掲げられている。ま

た、空港を中核とした広域交流ネットワークの拡大を目指すこと

としている。 

（策定年度：平成 24 年度） 

「本州中央部広域交

流圏の結節機能強化

に 向 け た 今 後 の 方

針」 

 交通拠点（松本空港）へのアクセス向上が課題となっていること

から、道路整備による改善に加え、大都市圏等との円滑な移動

の確保及び海外との円滑な移動環境の形成に向け、「松本空

港の路線拡充及び機能強化」を掲げている。 

（策定年度：平成 27 年度） 
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1－4 上記課題への対策としてこれまで実施している施策や調査等 

 県では、平成28年6月に「信州まつもと空港の発展・国際化に向けた取組方針」を定

め、これに基づき各種取組を進めている。 

 

図表 4 課題に対する取組内容等  

対象年月 取組内容や施策の効果 

平成26年12月 

～平成28年3月 

 「信州まつもと空港の路線拡充と機能強化に関する委託調査」を実

施。 

平成28年6月  上記調査結果を踏まえ、これから先の10年間を見据え、松本空港の

目指す姿とその実現に向けた取組の方針をとりまとめた、「信州まつ

もと空港の発展・国際化に向けた取組方針」を策定。 

平成29年7月  国土交通省が、地方空港における国際線の就航を重点的に支援す

るため公募した「訪日誘客支援空港（育成支援型）」に認定される。 

平成30年8月  株式会社フジドリームエアラインズにより、札幌（丘珠）線が季節便と

して運航開始 

令和元年10月～  株式会社フジドリームエアラインズにより、神戸線が定期便として運

航開始（10月27日～） 

令和元年11月  駐車場容量の拡大（第2駐車場の供用開始） 

令和2年3月  「平成31年度県単松本空港機能強化に係る概略検討委託業務」の

実施。これにより、空港施設機能強化に向けた施設規模や概算費用

が複数パターン整理された。 

令和2年7月  RNP-AR進入方式の導入 

 

1－5 当該事業の必要性 

 本事業は、取組方針に定める、空港の施設や空港の観光地化・賑わいの拠点としての機能

強化を実現し、県内経済の活性化に寄与するため、従来の運営方法に囚われない幅広い視点

で持続的な空港運営が可能となる方法を整理するために実施する。 

 また、「平成 31 年度県単松本空港機能強化に係る概略検討委託業務」の結果を受け、国際

線ターミナルビル整備における民間活力の活用についてもあわせて検討を行うことで、管

理運営方法とあわせた実現可能性の高い事業スキームを構築する。 
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1－6 本調査内容及び履行期間 

（1） 調査内容（本調査仕様書より） 

① 松本空港の情報の取りまとめと課題の整理 

  ア 空港の概要、利用状況、航空需要に関連・影響する外部環境の整理 

  イ 空港施設や設備特性及び財務・収支状況の整理（空港ビル会社を含む） 

  ウ 空港周辺に立地する松本平広域公園の運用状況の整理 

 

② 官民連携方法の検討 

ア 官民連携による新たな空港運営スキームの検討 

イ 民間事業者からの意見聴取 

ウ 新たな空港運営スキーム案の策定 

 

③ 官民連携方法の実現可能性の検討 

 ア 新たな空港運営スキームの事業化の検討 

 イ 今後の進め方 

 

（2） 履行期間 

令和 2 年 8 月 6 日（木）から令和 3 年 3 月 1 日（月）まで 
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1－7 業務フロー 

 本調査は以下の業務フローで実施した。 

 

図表 5 業務フロー 
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1－8 検討体制 

当事業の庁内の検討体制は以下の通りである。 

 

所属 役職・役割 名前 専属／兼務 

企画振興部交通政策課 

松本空港利活用･国際化推進室 

室長 岩下 秀樹 

 

兼務 

企画振興部交通政策課 

松本空港利活用･国際化推進室 

課長補佐 黒岩 丈幸 兼務 

企画振興部交通政策課 

松本空港利活用･国際化推進室 

主事 山口 裕太郎 兼務 

 

［その他関連する庁内の検討組織等］ 

 長野県建設部都市・まちづくり課 
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２．長野県の概要 

 長野県は県土の 8 割を森林が占め、豊かな自然環境に恵まれた地域である。また、多くの

地域が首都圏と中京圏の両方から 200 ㎞圏内に位置し、大都市圏からのアクセスの良い地

域でもある。 

 

 2－1 人口 

令和 2 年 4 月時点の長野県の人口は、約 203.8 万人、老年人口割合は約 32％となってい

る3。 

国立社会保障・人口問題研究所の県内の将来人口推計（図表 6）では、平成 12 年（2000

年）を境に減少傾向にあり、令和 2 年（2020 年）以降の推計値では減少幅がさらに大きく

なることが予測されている。令和 2 年（2020 年）以降の減少率は、平均－4％で推移し、令

和 27 年（2045 年）に約 162 万人（平成 27 年（2015 年）実績値の 23％減）となることが

予測されている。一方、老年人口の割合は拡大し、令和 27 年（2045 年）には人口の約 40％

が老年人口となる。 

このような人口減少下で、空港をはじめとするインフラ維持において持続可能な仕組み

とすることが求められている。 

 

図表 6 長野県の人口推移 

 

出所：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人

口」より作成（注記：令和 2 年以降は「国立社会保障・人口問題研究所」のデータ（平

成 30 年 3 月公表）に基づく推計値） 

 

                                                   
3 長野県企画振興部（令和 2 年 4 月 30 日公表） 
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 2－2 産業 

長野県内の企業数の構成をみると全国と大きく変わりないが、「宿泊業、飲食サービス業」

「建設業」「製造業」「農業、林業」について、全国値よりも割合が大きい。付加価値額の構

成で見た場合には、｢製造業｣｢医療、福祉｣の割合が全国値よりも高く、特に製造業について

は、全国の製造品出荷額に占める長野県の割合は約 2％となっている。なお、県内の主要産

業は情報産業、電子産業等の高付加価値産業であり、これら電子・電機・情報分野の製造品

出荷額は全体の約 4 割程度を占めている4。 

 

図表 7 県内企業数（平成 28 年度） 

 

 

図表 8 付加価値額（平成 28 年度） 

 

出所：総務省「経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調

査」より作成（注記：企業数は会社数と個人事業所の合算） 

 

                                                   
4 平成 27 年度値。長野県｢長野県ものづくり産業振興戦略プラン｣より。 
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 2－3 観光 

（1） 観光入込客数と訪日外国人数 

長野県の観光入込客数（実数）は近年増減を経て平成 30 年は 4,520 万人と過去 9 年で最

大である（図表 9）。平成 23 年の東日本大震災、平成 26 年の御嶽山噴火の発生により一時

的な落ち込みがみられたものの、平成 27 年に北陸新幹線が延伸開業したことによって増加

したと考えられる。 

観光消費額は長野オリンピック（平成 10 年）を境に減少傾向にあるものの、平成 23 年

度以降は増加傾向にある（図表 9）。 

訪日外国人数は毎年順調に増加しており、平成 30 年度には 100 万人を突破し、過去 9 年

で最大となった（図表 10）。ただし、令和 2 年 1 月以降は世界的に感染拡大している新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、航空・観光産業は大きなダメージを受けており、好調で

あった訪日需要が急減している。 

 

 

  

出所：長野県『観光庁「観光入込客統計に関する共通基準」に基づく長野県観光入込客統

計結果について』より作成 

 

 

 

 

 

 

 

図表 9 観光入込客数と観光消費額推移 図表 10 訪日外国人数推移 
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（2） 訪日外国人の来県者の分布5 

長野県に訪れる訪日外国人の出発都道府県をみると、東京が約 36％と最多ではあるが、

次いで岐阜県や富山県、石川県が並び、首都圏以外の近隣の都道府県からの流動量が約 25％

（合計）あることが分かる（図表 11）。 

長野県を訪れる訪日外国人の入国空港は、成田国際空港・東京国際空港（羽田）が約 80％

を占めるが、中部国際空港を利用して来県する割合も 2 割弱あることが分かる（図表 12）。 

 

図表 11 長野県に来県する外国人の出発地 

 

 

図表 12 長野県に来県する外国人の入国空港 

 

出所：国土交通省「訪日外国人流動データ 平成 30 年度」より作成 

                                                   
5 国土交通省「訪日外国人流動データ 平成 30 年度」の流動総数より分析。 

流動数
(千人/年)

割合
流動数

(千人/年)
割合

東京 206.4 35.9% 和歌山 1.6 0.3%
岐阜 60.8 10.6% 福岡 1.3 0.2%
富山 56.6 9.8% 滋賀 1.3 0.2%
石川 29.6 5.1% 山形 0.9 0.2%
京都 25.9 4.5% 福井 0.8 0.1%
山梨 25.3 4.4% 岩手 0.8 0.1%
愛知 23.9 4.1% 青森 0.7 0.1%
神奈川 22.2 3.9% 愛媛 0.5 0.1%
栃木 20.0 3.5% 三重 0.5 0.1%
千葉 18.0 3.1% 福島 0.4 0.1%
大阪 15.2 2.6% 秋田 0.4 0.1%
静岡 12.8 2.2% 香川 0.3 0.1%
群馬 10.4 1.8% 山口 0.3 0.1%
新潟 9.7 1.7% 岡山 0.2 0.0%
広島 6.0 1.0% 長崎 0.2 0.0%
埼玉 5.3 0.9% 高知 0.2 0.0%
奈良 4.4 0.8% 鹿児島 0.2 0.0%
北海道 3.5 0.6% 大分 0.2 0.0%
宮城 2.9 0.5% 沖縄 0.2 0.0%
茨城 2.3 0.4% 熊本 0.1 0.0%
兵庫 1.7 0.3% 鳥取 0.1 0.0%

入国空港
流動数

(千人/年)
割合

成田(空港) 117.7 57.7%
羽田(空港) 43.9 21.5%
中部(空港) 35.9 17.6%
不明 2.5 1.2%
関西(空港) 1.4 0.7%
富山(空港) 1.4 0.7%
小松(空港) 1.0 0.5%
仙台(空港) 0.2 0.1%
新千歳(空港) 0.1 0.1%
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 2－4 その他（本事業に関連する主な事項） 

（1） リニア中央新幹線 

2027 年に開業予定のリニア中央新幹線は長野県飯田市に駅を開通させることになってい

る。これにより、品川から名古屋までの所要時間が格段に短縮され、東京国際空港や中部国

際空港との距離も近づき、県民の利便性向上、訪日外国人の移動の円滑性向上に寄与し地域

経済の活性化が図られる予定である。 

リニア中央新幹線の開通により、首都圏から長野県へさらにアクセスしやすくなった結

果、リニア中央新幹線を利用して来県した訪日外国人が松本空港から出国または就航先で

ある北海道や福岡に移動するための移動手段として空港を利用することも期待される。 

一方で、特に上伊那・飯伊地域を中心に松本空港の利用が減少することも懸念される（図

表 13 赤丸の地域）。 

 

図表 13 リニア中央新幹線と松本空港 

 

出所：長野県「長野県リニア活用基本構想」より作成 

 

 

リニア中央新幹線 
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（2） 松本臨空工業団地・新松本臨空産業団地 

松本臨空工業団地・新松本臨空産業団地は、松本空港から約 10 分の場所に立地（松本 I.C.

から 6 ㎞、塩尻北 I.C.から 5 ㎞）しており、輸送やビジネス利用での優位性が高い空港で

あるといえる。 

当団地は、エレクトロニクス、ソフトウェア開発等、高付加価値型企業が数多く集積して

おり（令和 2 年 9 月 8 日現在、73 社）、県下一の規模を誇っている（分譲面積 約 555,000

㎡）。進出企業は、IT・エレクトロニクス産業や医療関係の高付加価値企業が半数を占めて

いる。 

ただし、現在松本空港に就航しているフジドリームエアラインズは航空貨物事業を行っ

ておらず、かつ現在の就航機材では貨物事業があったとしても旅客手荷物が優先されるた

め、貨物搭載スペースは限定的である。しかしながら、コロナ禍で旅客需要が減少している

一方で、航空貨物の搭載需要が高まっていることから、エンブラエル社において客室の一部

に貨物を積めるよう改修を進めており、今後は小型機であっても貨物での利用が考えられ

る。 

 

出所：（一財）松本ものづくり産業支援センターウェブサイト地図より作成 

 
〈空港に関係する主たるポテンシャル及び外部環境のまとめ〉 

◇ ポテンシャル 

 観光資源が豊富であり観光客数も増加傾向。 

 コロナ禍前は訪日外国人数も急速に拡大。 

 IT 系産業や医療関係の高付加価値製品を製造する製造業に強みを有する。 

◇ 問題点 

 人口減少やリニア開通等による需要減を見据え、一層の需要拡大を図る必要性がある。 

 訪日外国人数は伸びているが、首都圏の空港から新幹線等で来県しており松本空港の

利用増には繋がっていない。 

 貨物搭載可能な大型機材は、立地制約により就航不可。 

図表 14 工業団地と松本空港の立地関係 
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３．松本空港の現状と課題の整理 

 

3－1 基本情報 

（1） 松本空港の概要 

 松本空港は長野県の中央部に位置し、昭和 40 年 7 月に供用開始された、長野県管理の地方管

理空港である。平成 6 年にジェット化され、令和元年度の利用者数は約 15.7 万人となっている。 

 

図表 15 空港の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
© 松本観光コンベンション

協会  
出所：松本フィルムコミッションウェブサイトより 
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（2） アクセス 

松本空港へのアクセス手段は、自動車でのアクセスが優れていることや駐車場が無料である

ことから、自家用車を利用して来港する割合が高い。その他のアクセス手段としては、レンタカ

ーやバス等の利用が見られる。 

公共交通機関として最も利用割合が高い、松本駅から空港直行のエアポートシャトルバス及

び路線バスの所要時間は 30 分程度である。松本駅以外では、予約制で安曇野市、池田町、松川

村、大町市、白馬村、小谷村といった観光地と空港を結ぶシャトル便（タクシー）がある。 

 

 

 

  

 

出所：長野県ウェブサイト、 

国土交通省「令和元年度 航空旅客動態調査」より作成 

■自動車での所要時間 

 ・塩尻北ＩＣから  約５分  

 ・長野ＩＣから   約 50分 

 ・諏訪ＩＣから   約 25分 

 ・飯田ＩＣから   約 70分 

 ・甲府昭和ＩＣから 約 70分 

■松本駅までの所要時間 

 ・シャトルバス   約 30分 

 ・タクシー     約 25分 

図表 17 アクセス手段（平日/休日） 図表 16 松本空港へのアクセス道路 
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アクセス手段の県内外での違いをみると、県内利用者は空港への交通手段として約 81.8％（平

均値）の利用者が「自家用車」を利用（図表 18）しているのに対し、県外利用者は、空港から

の交通手段として、約 31.2％が、エアポートシャトルバス・路線バス」を利用し、次いで「レン

タカー」の利用割合が高い（図表 19）ことがわかる。 

 

 

 

出所：長野県「令和元年度第 2 回信州まつもと空港搭乗者アンケート調査」6より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
6対象は新千歳便・福岡便（令和元年 8 月 4 日～10 日）。 

図表 18 県内利用者 空港までの交通手段 

県内 

図表 19 県外利用者 空港からの交通手段 

県内 
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（3） 駐車場 

令和元年 11 月に第 2 駐車場（約 220 台）が供用開始され、現在は正面駐車場とあわせて約

520 台分の駐車スペースがあり、全て無料となっている。利用台数は年間約 40 万台程度であり、

お盆やゴールデンウィーク、年末年始の期間は例年満車となる。 

時間帯別の平均利用台数をみると、正面駐車場では全駐車スペースの約 6 割程度7が常時駐車

されていることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
7 全時間帯を通じ、平均約 190 台の利用があり、駐車スペース 300 台のうち 6 割程度が利用さ

れている。 

開放時間 

 正面駐車場：6 時～22 時 

 第 2 駐車場：6 時～19 時 

出所：長野県提供資料より作成 

図表 21 駐車場総利用台数 

図表 22 時間帯別平均利用台数（令和元年度） 

図表 20 駐車場配置図 
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3－2 就航路線 

令和 2 年度の就航路線数（季節便含む）は、令和元年 10 月からの神戸線の定期路線開設もあ

り、平成 11 年以降、20 年ぶりに 5 路線となっている。過去最大の就航路線数は 6 路線で、その

際は、「新千歳」「福岡」「伊丹」「広島」「仙台」「関西」に就航していた。この他、「松山」「高松」

「静岡」にも定期便の就航実績がある。 

定期便就航以来、廃止とならず運航されている路線は、「新千歳線」と「福岡線」のみであり、

それぞれの年間利用者数は「新千歳線」が約 4 万 3 千人、「福岡線」が約 7 万 5 千人となってい

る。 

図表 23 路線数の推移 

 

図表 24 路線ごとの年間平均旅客数と搭乗率 

 

年間平均
旅客数（人）

平均搭乗率

札幌線（新千歳） 42,806 72.7%

札幌線（丘珠）
　　季節便

5,406 65.4%

福岡線 74,962 64.3%

大阪線（伊丹）
　　H26以降季節便

3,453 74.5%

神戸線
 　　R元.10.27～

15,608 65.4%

広島線（廃止） 25,601 58.9%

仙台線（廃止） 12,821 49.4%

関西線（廃止） 18,088 36.6%

松山線（廃止） 5,393 42.4%

高松線（廃止） 2,929 49.4%

静岡線（廃止） 10,835 47.4%

※廃止路線以外は直近 5年

間の数値。廃止路線につい

ては、就航年次の平均値。 

出所：長野県「松本空港概要書」より作成 



19 

 

3－3 利用状況 

（1） 旅客数実績 

松本空港の利用者数は、一時、年間約 57,000 人まで落ち込んだが、神戸線の開設、国内・国

際チャーター便の増加により、令和元年度は直近 10 年間で最大の約 15 万 7 千人となった。 

過去の最大利用者数は、平成 8 年度の約 26 万人である。平成 7～9 年度は、現在よりも路線

が充実（広島線、関西線等）していたこと、長野オリンピック開催の影響もあり、年間 20 万人

を超える実績が続いた。 

利用率は平均 63.4％となっており、直近 3 年は平均値を上回り、約 70％となっている。 

 

図表 25 利用者数と利用率 

 

出所：長野県ホームページ、長野県「松本空港概要書」より作成 
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（2） 着陸回数と空港使用料収入 

令和元年度の松本空港の着陸回数は 3,543 回、停留回数は 168 回となっている。 

空港使用料収入（着陸及び停留料の合計額）の推移をみると、近年激減していることが明らで

ある。また、令和元年度の 1 機当たりの空港使用料収入は、着陸回数と停留回数の合計で単純に

除した場合、673 円／機となる。チャーター便の増加により就航数が増加傾向にある一方で、減

免制度の適用により、県の空港関連収入の増加には寄与していない。 

 

図表 26 着陸回数及び停留回数 

 

出所：長野県ホームページ、長野県「松本空港概要書」より作成 
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（3） 路線別利用者数及び利用率 

札幌線（新千歳）は定期路線の中で最も利用率が高く、70％を超えており、年間利用者数も 4.3

万人程度で推移している。丘珠線は季節便であるが、利用率は 65％を超えている。 

福岡線は近年の年間利用者数が松本空港に就航する路線の中で最も多く、約 8 万人程度で推

移しており、利用率は 65％を超えている。 

伊丹線は季節便であるが、利用者数、利用率共に増加傾向にあり、令和元年度の利用率は 83％

である。 

 

図表 27 路線別利用者数及び利用率 

 

出所：長野県「松本空港概要書」より作成 
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（4） チャーター便数等 

チャーター便は、国内・国際ともに、平成 25 年以降、便数及び利用者数が大きく拡大傾向に

ある。平成 8～令和元年度のチャーター便の利用率は国内 76.0％、国際 65.1％である。 

国際チャーター便の回数が最も多い国は韓国であるが、利用者数が最も多い国は中国である。

なお、国際チャーター便では、150 人以上の座席数を有する機材も就航することがある（ただし

多くの航空会社では、松本空港の着陸に際し、搭乗制限を行う。）。 

 

図表 28 チャーター便数 

 

 

図表 29 チャーター便利用者数 

 

出所：長野県「信州まつもと空港発着チャーター便実績」、長野県「松本空港概要書」より作成 
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（5） 就航率等 

松本空港の直近 10 年間の就航率は約 98％となっており、ジェット化開港以降、年々向上して

いる（図表 30）。令和 2 年 7 月からは新たな進入方式として「RNP‐AR 進入方式8」の運用が

始まったことで、着陸を判断する最低高度がより低くなり、更なる就航率の向上に期待が寄せら

れている9。 

 

図表 30 就航率と欠航便数 

 

出所：長野県「松本空港概要書」より作成 

 

また、直近 5 年間（平成 27 年度～令和元年度）の除雪作業日数の年間平均は 9 日間、滑走路

の閉鎖時間は年間で 33 時間 12 分となっている（図表 31）。 

 

図表 31 降雪による作業日数等について 

項目 H27 H28 H29 H30 R1 平均 

降雪量（㎝） 70 67 71 24 10 48.4 

作業日数（日） 11 11 10 8 4 9 

除雪回数（回） 13 11 10 8 3 9 

凍結防止剤散布量（ｔ） 6.04 6.28 11.52 6.90 0.08 6.16 

滑走路閉鎖（時間） 48:00 32:44 39:15 25:47 20:14 33:12 

 

                                                   
8 Required Navigation Performance−Authorization Required 。GPS を用いた正確な位置情

報により、従来よりも進入ルートを柔軟に設定することができ、次の効果が期待できる。①飛

行時間の短縮、②パイロットの負担軽減、③就航率の向上。 
9 一般的にジェット機が就航する空港には計器着陸装置（ILS）が設置されているが、松本空

港は周辺が山に囲まれ、ILS が発する電波の障害となるため、同進入方式を採用している。 
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（6） 利用地域の特徴 

長野県が実施する空港搭乗者に対するアンケート調査結果によると、松本空港の利用者は県

内が約 51.5％、県外が約 48.5％であることが分かる（いずれも平均値、図表 32）。新千歳便の

利用内訳を見ると、県内利用の割合が約 76.8％（平均値）と高いのに対し、福岡便では県内利用

の割合は約 36.3％と低く、県外利用の割合の方が高いことがわかる（図表 32）。県内の地域毎10

の利用割合では、中信の利用が約 51.8％と半数以上を占め、次いで南信・北信の利用が多いこ

とが分かる（図表 33 県内利用者分布）。 

県外利用者の利用割合では、調査対象便の就航地である福岡県・その他九州、北海道の割合が

高い。就航地及びその他の地域以外では山梨県からの利用があることが分かる（図表 33 県外

利用者分布）。 

一方、国土交通省が実施する「旅客流動調査」を用いて県内外の利用割合（平日）をみると、

県内の利用割合は 94％となっている（図表 34）。また、県外の利用者の現住所をみると、就航

先以外の近隣自治体の利用では、山梨県、岐阜県、新潟県からの利用もみられる（図表 35）。 

 

 

  

 

出所：長野県「令和元年度第 2 回信州まつもと空港搭乗者アンケート調査」11より作成 

 

                                                   
10 長野県「令和元年度第 2 回信州まつもと空港搭乗者アンケート調査」に基づく地域分類。 

11 対象は新千歳便・福岡便（令和元年 8 月 4 日～10 日）。 

図表 32 県内・県外利用者の状況 

県内 
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出所：長野県「令和元年度第 2 回信州まつもと空港搭乗者アンケート調査」より作成 

 

 

 

図表 33 利用者の居住地 

県内 

図表 34 県内・県外利用者の状況（平日） 

県内 

図表 35 県外の利用割合（乗降客数） 

県内 

出所：国土交通省「令和元年度 航空旅客動態調査（平日）」より作成 

県内 
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（7） 利用者の旅行目的 

松本空港の定期便利用者の利用目的を見ると、約半数の約 50.9％（平均値）が「観光」であ

る。 

「ビジネス」を目的とした利用は、定期便全体で約 21.3％（平均値）である。なお、令和元年

度 8 月調査はお盆期間中に実施したことから、「帰省」の割合が高くなり｢ビジネス｣の割合が低

くなったと推測される。 

 

 

 

出所：長野県「令和元年度第 2 回信州まつもと空港搭乗者アンケート調査」より作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 36 旅行目的 
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（8） 利用者の旅行日数 

松本空港の利用者の旅行日数の傾向として、全国の傾向と比べて日帰りや 1 泊 2 日の割合が

低く、2 泊 3 日の割合が高いことがわかる。 

 

 

 

出所：国土交通省「2019 年度 航空旅客動態調査」より作成（平日 5 日・休日 2 日として集計） 

 

 

（9） 貨物輸送実績 

松本空港では、平成 22 年度～令和元年度の貨物取扱量（郵便を含む）の実績はない12。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
12 国土交通省「空港管理状況調書」より。 

図表 37 旅行日数（平日・休日） 
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3－4 旅客ターミナルビル 

旅客ターミナルビルは地上 3 階建てとなっており、1 階はチェックインカウンター（チケット

ロビー）と到着ロビー、商業店舗 1 店舗、2 階は出発ロビー、搭乗待合室、商業・飲食店舗が 1

店舗ずつ、3 階には展望エリアが設置されている。 

旅客ターミナルビル内の店舗面積割合は 9.2％となっており、旅客規模が類似する空港と比較

すると、比較的店舗面積の割合が大きいことがわかる（図表 39）。 

 

 

 

出所：松本空港ターミナルビル株式会社ウェブサイトより 

写真：日本経済研究所撮影 

 

図表 38 旅客ターミナルビル配置図 
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図表 39 店舗面積割合の他空港との比較 

 
出所：社団法人全国空港ビル協会「平成 23 年版全国空港ターミナルビル要覧」、 

国土交通省「空港管理状況調書」より作成 

松本空港 南紀白浜空港 石見空港 大館能代空港 能登空港 福島空港 平均

店舗面積（㎡） 319 216 196 271 343 524 312

延床面積（㎡） 3,483 3,884 3,419 4,002 3,421 13,260 5245

店舗面積割合（％） 9.2% 5.6% 5.7% 6.8% 10.0% 4.0% 6.9%

旅客数（人） 157,036 177,135 144,814 153,743 167,108 263,289 －
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3－5 松本空港の管理運営状況等 

（1） 管理運営状況 

松本空港の滑走路等の空港基本施設の設置管理者は長野県であり、旅客ターミナルビルは松

本空港ターミナルビル株式会社が運営主体となっている。 

 

図表 40 松本空港の管理運営状況 

 

 

（2） 松本空港管理事務所の事業概要 

松本空港の空港基本施設を管理する、松本空港管理事務所の事業概要を整理する。 

 

① 事業内容 

松本空港の基本施設は、長野県企画振興部の「松本空港管理事務所」が管理運営を行っている。 

空港の活性化、利用促進等に関しては、長野県企画振興部交通政策課の「松本空港利活用・国

際化推進室」が実施している。 

 

図表 41 松本空港に係る県の業務 

組織 業務内容 

企画振興部交通政策課 

松本空港利活用・国際化推進室 

・松本空港の管理に関すること 

・松本空港の活性化、利用促進に関すること 

・松本空港の国際化に関すること 

企画振興部 松本空港管理事務所 ・松本空港の管理に関すること 

 

② 体制 

松本空港利活用・国際化推進室には事務職 6 名が配属されており、松本空港管理事務所には事

務職 5 名、技術職 3 名及び会計年度任用職員 3 名の計 11 名が配属されている（令和 2 年度）。 
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図表 42 松本空港関連体制図（令和 2 年度） 

 

出所：長野県機構図、R2 年度監査調書、空港整備補助事業計画及び実施概要 より作成 

 

③ 利用促進支援内容 

松本空港の利用促進事業を実施する団体は、長野県知事が会長を務める「信州まつもと空港利

用促進協議会」と、松本市長が会長を務める「信州まつもと空港地元利用促進協議会」の 2 団体

ある。信州まつもと空港利用促進協議会の令和 2 年度の主な利用促進支援内容は以下の通りで

ある。 

図表 43 主な利用促進支援内容 

事業内容 助成制度 

〇定期便の利用拡大 

 旅行会社への PR、商品造成支援 

 ビジネス利用者の確保 

 県内・就航先でのマスメディア、イベ

ント等を活用した PR 

 

 松本神戸線旅行商品助成金 

 信州まつもと空港貸切バス助成金 

 信州まつもと空港活性化事業助成金（修学旅

行等への補助） 

〇冬期間における需要確保 

 旅行商品造成、スキーバス借上げ支援 

 

 信州まつもと空港旅行商品企画販売奨励金 

 冬期間スキーバス借上費助成金 

〇季節運航便の利用者確保 

 大阪線、札幌（丘珠）線の PR等 

 

 松本大阪線旅行商品助成金 

〇国内新規路線の開拓  

〇国際化への取り組み 

 国際チャーター便誘致 

 国際乗継利用促進 

 

 国際チャーター便運航支援助成金 

 国際乗継支援助成金 

〇空港アクセスの確保  エアポートシャトルバス運行事業助成金 
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（3） 松本空港ターミナルビル株式会社の事業概要 

松本空港の旅客ターミナルビルの運営を行う、松本空港ターミナルビル株式会社の事業概要

を整理する。 

 

図表 44 ビル会社概要 

名称 松本空港ターミナルビル株式会社 

設立年月日 平成 4 年 7 月 23 日 

所在地 松本市大字空港東 8909 

代表者 代表取締役社長 太田寛（長野県副知事）※令和 2 年 2 月時点 

役職員数 役員：常勤 1 名、非常勤 7 名（うち県職員１名） 

職員：常勤 2 名、非常勤 2 名   ※平成 31 年 4 月 1 日時点 

資本金 495,000,000 円 

株主 株主名      持株数 持株比率 

長 野 県 2,500 株 50.5％ 

日本航空株式会社 1,100 株 22.2％ 

アルピコ交通株式会社 400 株 8.1％ 
 

主な事業内容 ・航空会社、県、売店、レストラン等への空港ビル施設の賃貸 

・航空機利用者への施設・設備の提供 

・案内カウンターでの旅客案内等 
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（4） 収支状況 

航空系事業は歳出超過が続いており、一般的に航空系事業の主たる歳入である着陸料等収入

についても減免制度の適用により、その割合は小さい。非航空系事業についても、同規模の地方

空港と比較して収益性に乏しく、現状では減損会計の適用により営業利益が確保出来ている状

況である。 

 

① 航空系事業 

松本空港の平成 30 年度の航空系事業の歳入は約 1.8 億円、歳出は約 4.9 億円となっており、

約 3 億円の歳出超過である。 

また、過去 10 年間（平成 21～30 年度）の歳入平均額は約 1 億円、歳出平均額は約 4 億円と

なっており、歳出超過が常態化している。 

近年、照明施設等の施設更新を実施したことから、歳入では借入金や国庫補助金等収入、歳出

では空港等維持運営費等及び空港整備事業費がその他の項目に比べ大きな割合を占めている。 

一般的に航空系事業の主たる収入となる着陸料等収入は、減免制度の適用等により、歳入のう

ち平均 4％程度である。 

 

図表 45 航空系事業の歳出・歳入の状況 
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図表 46 松本空港の航空系事業の収支 

 

 

 

 

 

2016 / H28 2017 / H29 2018 / H30
単位：千円 （実績） （実績） （実績）

歳入 23,148 49,330 181,716
着陸料等収入 2,241 2,015 1,838
土地建物等貸付料収入 6,057 6,052 6,176
有料駐車場収入 0 0 0
航空機燃料譲与税収入 11,608 11,594 11,667
一般財源受入 609 296 37,248
借入金 1,000 28,000 112,000
国庫補助金等収入 1,609 1,296 12,736
諸収入 24 77 51

歳出 319,534 310,910 488,594
空港整備事業費 3,218 2,592 161,984
重要物品購入費 27,464 23,047 0
環境対策費 23,474 24,649 26,236
空港等維持運営費等 209,898 215,296 248,099
土地建物借料 18,642 18,688 18,688
県有資産所在市町村交付金 1,614 1,306 1,104
借入金償還 35,224 25,332 32,483

歳入・歳出差額 -296,386 -261,580 -306,878

（歳入） （歳出） 



35 

 

② 旅客ターミナルビル 

旅客ターミナルビルの運営を行う、松本空港ターミナルビル株式会社の令和元年度の営業収

入は約 7,200 万円、営業費用は約 7,000 万円である。 

松本空港ターミナルビル株式会社は、平成 23 年度に「第 1 次中期経営改革プラン」を策定し、

減損会計処理を適用することで減価償却費を圧縮して営業利益の確保を図っている。現在は、

「第 2 次中期経営改革プラン」（平成 28 年度～平成 32 年度）に従い、賃料収入の確保や付帯事

業収入の充実等に向けて取組を進めており、営業収入は微増傾向にある。 

一方、営業費用も微増傾向にある。営業費用のうち最大の割合を占めるのは人件費となってい

る。 

松本空港の旅客ターミナルビルの延床面積に占める店舗面積割合（9.2％）は、旅客規模が類

似する空港の平均値（7.1％）よりも大きい。しかしながら、売上高営業利益率は 1.2％となって

おり、他空港の売上高営業利益率（平均 7.3％）と比較すると低いことが分かる（図表 50）。 

 

 

 

 

 

 

図表 47 営業収支の推移 

図表 48 当期利益の推移 
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図表 49 松本空港ターミナルビル株式会社の損益計算書 

 

 

図表 50 類似空港13との営業利益率の比較 

 

出所：各空港ターミナルビル会社ウェブサイト上の事業報告書、社団法人全国空港ビル協会
「平成 23 年版全国空港ターミナルビル要覧」、国土交通省「空港管理状況調書」より作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
13 旅客規模が 15 万人前後（14 万～30 万）のうち、各空港運営会社のウェブサイト上で決算

書の公表がある空港を対象に検討。 

2017 / H29 2018 / H30 2019 / R1

単位：千円 （実績） （実績） （実績）

営業収入 68,610 69,375 71,841
営業支出 66,420 68,508 69,993
営業収支 2,189 866 1,848
営業外収益 7 24 1
経常利益 2,197 891 1,849
特別損益 0 0 0
当期純利益 1,900 594 1,553

松本空港 石見空港 大館能代空港 能登空港 福島空港 平均

売上高営業利益率 1.2% 10.1% 18.3% 4.4% 2.3% 7.3%

店舗面積割合（％） 9.2% 5.7% 6.8% 10.0% 4.0% 7.1%

旅客数（人） 157,036 144,814 153,743 167,108 263,289 -
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（5） 着陸料等の料金体系 

「長野県松本空港条例」第 16 条に規定する着陸料については、航空機の最大離陸重量に応じ

た料金と、航空機の騒音値に応じた料金区分で定められている。なお、現在、フジドリームエア

ラインズが運航している定期便については、「長野県松本空港条例」附則「着陸料の額の特例」

により、全て減免対象となっている。 

 

図表 51 着陸料及び停留料に係る規則 

着陸料 

① ターボジェット発動機を装備する航空機 
 次のア及びイの合計額に 1.1 を乗じて得た額（国際航空機はア及びイの額の合計額） 

ア 最大離陸重量に応じて定める額 
• 25 トン以下： 1,100 円/トン 
• 25 トン超  ： 27,500 円に 25 トンを超える 1 トンごとに 1,500 円を加算した額 

イ 騒音値に応じて定める額 
• 離陸測定点及び進入測定点における航空機の騒音値を相加平均して得た値から

83 を減じた値に、3,400 円を乗じて得た額 

② ①以外の航空機 
次の最大離陸重量の区分の金額に 1.1 を乗じて得た額（国際航空機は次の額） 
• 6 トン以下： 1,000 円 
• 6 トン超   ： 700 円に 6 トンを超える 1 トンごとに 590 円を加算した額 

 

航空機が 6 時間以上、空港内に停留する場合に課される停留料は、下表の通りである。 

停留料 （航空機が 6 時間以上空港内に停留する場合） 

 停留した時から 24 時間（24 時間に満たない場合は 24 時間に切り上げ）ごとに、次の最大離
陸重量の区分の金額に 1.1 を乗じて得た額。国際航空機は次の額。 

• 3 トン以下： 810 円 
• 3 トン超 6 トン以下：1,620 円 
• 6 トン超 23 トン以下：1,620 円に 6 トンを超える 1 トンごとに 30 円を加算した額 
• 23 トン超 25 トン以下：2,070 円に 23 トンを超える 1 トンごとに 90 円を加算した額 
• 25 トン超 ： 2,250 円に 25 トンを超える 1 トンごとに 80 円を加算した額 

 

 

【減免制度】  当面の間、定期便及びチャーター便の着陸料は以下の通りとなっている。 

A 無料のもの 
a 平成 17 年 3 月 31 日以前に運航されている定期便で、1 路線につき 1 週間当たりの
着陸回数が 7 回を超える分に係るもの 
b 平成 17 年 4 月 1 日以後に新たに運航された定期便 
c 国内・国際チャーター便 

B 着陸料①の合計額及び②の額に 3 分の 2 を乗ずるもの 
A 以外の定期便 
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3－6 施設の状況 

（1） 空港基本施設 

平成 22 年度～27 年度までの年間の空港整備経費は、平均 1.2 億円である。平成 27 年度は長

野県が企業会計を取り入れた空港収支を公表して以来、約 1.4 億円と最も大きい金額となった。 

 

 

※留意事項：空港整備経費については、平成 28年度分から国土交通省航空局のガイドラインに

基づく試算を実施している。 

 

出所：長野県「空港収支状況」 

 

 

  

出所：長野県「平成 31 年度県単松本空港施設機能強化に係る概略検討委託業務報告書」より 

 

 

 

 

 

 図表 52 直近の空港整備経費の推移 

図表 53 施設配置図 
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【主な土木施設】 

分類 数量 竣工年 

滑走路 As 舗装 2,000ｍ×45m 平成 6 年 7 月 

誘導路（南） As 舗装 135m×23m 平成 6 年 7 月 

誘導路（北） As 舗装 121m×9m 平成 6 年 7 月 

エプロン（南） Co 舗装 90m×135m 平成 6 年 7 月 

エプロン（北） As 舗装 R 124m×68m 平成 6 年 7 月 

L 112m×68m 平成 6 年 7 月 

過走帯 As 舗装 60m×45m 平成 6 年 7 月 

滑走路端安全区域 － 40m 平成 6 年 7 月 

駐車場（正面） － 290 台分 平成 6 年 7 月 

駐車場（増設部） － 223 台分 令和元年 11 月 

 

【主な建築施設】 

名称 構造 建築面積（㎡） 延床面積（㎡） 建築年月 

電源局舎 RC 造 592.69 591.69 平成 5 年 8 月 

消防除雪車庫 S 造 443.73 442.5 平成 6 年 3 月 

点検用車両車庫 S 造 121.50 121.50 平成 6 年 3 月 

化学消防車車庫 S 造 81.00 81.00 平成 18 年 1 月 

出所：固定資産台帳より作成 

 

 

 

 

電源局舎 消防除雪車庫 

点検車車庫 化学消防車車庫 

図表 54 施設の状況 
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【航空保安施設】 

航空灯火・照明施設 無線施設 

飛行場灯台／簡易式進入灯／進入角指示灯

／旋回灯／進入灯台／直線進入用進入路指

示灯／滑走路灯／滑走路末端灯／滑走路末

端識別灯／滑走路中心線灯／滑走路距離灯

／過走帯灯／誘導路灯／誘導路中心線灯／

風向灯／エプロン灯／駐車場灯／航空障害

灯／地標航空灯台 

ILS 設置なし 

VOR／DME 等 

 

図表 55 松本空港の全景 

 

出所：国土地理院 

 

令和 6 年度にはジェット化開港 30 年を迎え、既存施設の照明施設や土木施設等の多くが更新

タイミングを迎える。これらの既存施設に加え、滑走路端安全区域（RESA）の整備や国際化に

対応する旅客ターミナルビルの整備が検討されていることから、空港の安全のため適切な更新

を実施すべく、資金の確保が一層必要となることが明らかである。 
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 図表 56 更新・大規模改修計画（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 旅客ターミナルビル 

旅客ターミナルビルも空港基本施設と同様に、令和 6 年度にジェット化開港 30 年を迎えるこ

とから、今後、老朽化への適切な更新対応がさらに求められるといえる。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：松本空港ターミナルビル株式会社提供資料より作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 57 過年度の中長期修繕計画における金額

の推移 

非公表 

非公表 
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図表 58 更新投資及び修繕の実績 

更新  固定橋 

 

 フライトインフォメーションシステム 

 

修繕  高圧電気設備関係 

 自家発電用バッテリー 

 壁再塗装 

 

 

図表 59 ターミナルビルの施設の写真 

 

 

 

 

 

（日本経済研究所撮影）  

ターミナルビル正面 航空会社カウンター 地域情報コーナー 

ボーディングブリッジ 手荷物返却台（1 台） 到着ロビー 
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3－7 長野県松本平広域公園の現状等の整理 

 松本空港の周辺にある松本平広域公園との連携による事業性の創出を検討するにあたり、松

本平広域公園の現状等を整理する。 

 

（1） 松本平広域公園の概要 

松本平広域公園は、長野県が設置管理する都市公園の中で最大の面積（141.6ha）を誇り、平

成 6 年に開設された。多目的広場、陸上競技場、体育館、大芝生広場、J リーグ 松本山雅 FC の

ホームスタジアムとして利用される総合球技場等が設置され、スポーツやレクリエーションの

場として活用されているだけでなく、松本空港の緩衝緑地の役割も担っている。また、令和元年

4 月から 6 月にかけて第 36 回全国都市緑化信州フェア「信州花フェスタ 2019」が開催され、花

と緑の拠点といった新たな機能が再整備されている。 

公園へのアクセス手段は、空港へのアクセス手段と同様、「自家用車」がメインである。 

同公園の管理は、平成 17 年度までは直営で財団法人長野県公園公社に管理委託を行っていた

が、平成 18 年度より、指定管理者制度を導入している。指定管理は、令和元年度より 4 期目を

迎えている。 

 

名称 長野県松本平広域公園（愛称：信州スカイパーク） 

種別 都市公園（広域公園） 

設置管理者 長野県 

所在地 長野県松本市神林、今井と塩尻市洗馬にまたがる地域 

設置経緯等 • 同地は、もともと、初代の松本市営野球場があった場所であったが、施設

の老朽化が進んだため、昭和 64 年 1 月に、松本市の別の場所（浅間温泉）

に設置されていた旧長野県営松本野球場（現在の松本市野球場のある場

所）と施設・土地の相互交換を実施。 

• これにより、同地の松本市営野球場は県の所有地となり、球場が廃止され

ることが決定。この跡地と周辺の土地に松本空港周辺の騒音防止のための

緩衝緑地（公園）を造成するため、「松本平広域公園」を建設。 

• 陸上競技場は、第 33 回国民体育大会の主会場のために、松本運動公園陸

上競技場として昭和 52 年に開場。 

管理面積 141.6ha 

利用時間 8:30～22:00（年中無休） 

指定管理者 • 平成 18 年度から指定管理者制度を導入。第 1 期（平成 18～20 年度）、第

2 期（平成 21～25 年度）、第 3 期（平成 26～30 年度）、第 4 期（平成 31

～令和 5 年度）まで、すべて TOY BOX が指定管理者。 

• TOY BOX は、松本土建㈱、㈱アイネット、㈱コンフォール、ルビナ中

部工業㈱による共同事業体。 
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駐車場 • 公園全体で 15 カ所。普通車で 2,000 台以上駐車可能。 

• 料金：無料（時間制限なし） 

 

図表 60 信州スカイパーク公園マップ 

 

 

図表 61 施設内容 

1. 競技スポーツゾーン 陸上競技場、補助競技場、球技場、相撲競技場、庭球競技場、

体育館、国体の森、ピクニック広場、マレットゴルフ場 

2. ターミナルゾーン やまびこドーム、やすらぎ広場、イベント広場、大型木製遊

具、展望台、修景池、里の水景、バーベキューピット 

3. ファミリースポーツゾーン 南管理棟、サイクルセンター、パターゴルフ場、大芝生広場、

遊具、ニュースポーツ 

4. 野と花のゾーン 展望広場、ワイルドフラワー園、玉石広場、風の丘 

5. 花とプロムナードゾーン バラ園、花木の小径 

6. みどりのプロムナードゾーン ストリートバスケットコート、クライミングウォール、壁打

ちテニスコート 

7. みどりの交流ゾーン 総合球技場（サンプロアルウィン）芝生グラウンド、多目的

広場、マレットゴルフ場 

※表の赤字施設は、利用料金制を導入している施設。 

※総合球技場は、平成 30 年 5 月より株式会社サンプロが 5 年間の命名権を取得し、「サンプロ

アルウィン」と呼ばれる。 

 



45 

 

（2） 松本平広域公園の利用状況 

① 利用者数 

松本平広域公園の利用者は平成 28 年度をピークに来園者数、有料施設利用者数ともに減少傾

向にあるが、指定管理者制度導入初期と比べるといずれも増加傾向にある。 

平成 30 年度は信州花フェスタ関連工事により減少したが、令和元年度は同イベントの入場者

数が約 50万人弱あったため、全体の来園者数としては過去最高の平成 28年度水準に匹敵する。 

 

図表 62 公園利用者数の推移 
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② 利用件数及び各施設の利用者数 

平成 28 年度以降の有料施設のうち、陸上競技場、補助競技場、球技場の利用者件数及び利用

者数の減少が大きいことがわかる。施設の中で比較的、利用件数及び利用者数が増加傾向にある

施設はパターゴルフ場である。 

 

 

    
 

③ イベント開催 

公園内の年間イベント開催実績は平均 300 回となっており、概ね横ばいである。また、スポ

ーツ関係のイベントが中心となっており、体育館でのイベント開催件数が最も多い（年間平均 85

回）。月別のイベント開催件数をみると、夏～秋にかけて比較的開催件数が多い一方、12 月～3

月の冬場はイベント開催件数が低調である。 

また、公園内で実施された主なイベントの参加人数をみると、収容規模の大きな「やまびこド

ーム」と「サンプロアルウィン」における参加人数が大きい。やまびこドームでは毎年、6 月と

10 月に大きなイベントが開催されていること、サンプロアルウィンは松本山雅 FC のホームス

タジアムであることが大きな要因と考えられる。 

令和元年度のイベント参加者の合計人数は、約 50 万人である。過去 4 年間の最大参加者数は

平成 28 年度の約 74 万人であり、平均では年間約 60 万人の参加者数となっている。 

図表 63 利用件数の推移 図表 64 利用者数の推移 
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図表 65 イベント開催件数の推移 図表 66 月別イベント開催件数推移 

図表 67 イベント開催に伴う各施設の参加人数 
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④ 指定管理業務の範囲 

指定管理者は、公園の維持管理及び利用許可業務を基本業務とし、売店や自転車貸出等の自主

事業を実施している。自主事業に係る修繕費用は全額指定管理者の負担である。 

 

（１）公園の維持管理及

び利活用に関する業務 

・公園施設管理業務  
・植栽管理業務  
・備品等管理業務  
・警備業務 
・修繕業務 （100 万円以下の修繕） 

（２）利用に関する業務 ・利用許可業務  
利用料金収受業務、利用料金の減免・還付業務 

・利用促進業務  
利用者満足度調査業務 

（３）自主事業 ・自主事業業務  
売店・自動販売機運営業務、自転車・用具貸出業務等 
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（3） 松本平広域公園の収支状況 

① 公園の維持管理等の収支状況 

指定管理者の収支状況は、収入・支出ともに 5 億円弱で推移しており、近年は収支差が縮小傾

向にある。令和元年度の収支差額は約 230 万円である。 

 

収入は、約 80％を指定管理料が占め、約 20％は利用料金収入となっている。 

費用は、委託料が約 60％を占め、次いで「職員給料等（職員給料、賃金、社会保険料等）」と

「需用費」がそれぞれ約 20％となっている。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

収入 支出 

図表 68 収支の推移 
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② 自主事業の収支状況 

指定管理者の過去 5 年間の自主事業収支状況は、収入が 4,300～4,600 万円、支出が 3,600～

4,000 万円程度となっており、平均 700 万円程度の黒字である。 

過去 5 年間の自主事業収入の内訳では、イベント等の「自主事業」の実施による収入が平均約

38％、「売店・販売機事業」収入が約 35％、「自転車貸出事業」収入が約 20％となっている。 

 

 

 

 

 

図表 69 自主事業の収支状況 

図表 70 自主事業収入の内訳 
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４．事業化検討 

4－1 松本空港における望ましい空港運営スキーム案の検討 

（1） 先行事例における効果の整理 

先行するコンセッション事例の導入背景と効果を整理する。 

調査対象は、地方管理空港で混合型コンセッション制度を導入する静岡空港、及び定量効果を

把握するため、地方空港で最も長期のコンセッション実績を有する仙台空港（国管理空港）とし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 静岡空港 

 

〈まとめ－先行事例における効果〉 

 いずれの空港も、コンセッション導入後、旅客数や就航数が増加し、一定の効果を確認でき

るものの、計画値に対しては未達 

 単年度予算の制約に縛られずマーケティングを実施することが可能であるため、積極的な商

談機会への参加、需要創出に向けた二次交通強化（県外も含めた拡充）等により、路線の

拡大を実施 

 エアラインに対する専門の営業体制を構築 

 最新技術の導入（警備ロボット等）による効率化の工夫を機動的に実施 

 自社ネットワークを用いた営業展開 

 減免措置のみに頼らない旅客連動性の料金体系を導入 
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【導入後の効果】 

※選定された優先交渉権者は平成 30 年より 1 年間、指定管理者として空港管理業務を実施し、令

和元年度よりコンセッション事業の運営権者として事業を開始。 

 

図表 71 取組内容 

項目 主な結果 

利用者数 737,940 人（令和元年度は過去最高の実績。計画値（77 万人）はコロナにより未達） 

路線数 夏：14 路線 週 105 往復 

冬：16 路線 週 101 往復（杭州便デイリー化、その他 3 つの都市へ新規就航） 

二次交通 ・金谷・SL 新金谷線 実証運行開始 

・河口湖・御殿場線 運行開始 

・駐車場事前予約サービスや有料化の導入 

エアポ－トセールス ・エアライン営業体制の整備 

・仙台や高松、下地島空港との連携による航空営業の実施  等 

地域連携 ・県内交通事業者との連携による富士山周遊フライトの実現／地域観光資源等情報
発信のためのデジタルサイネージ設置 等 

 

図表 72 静岡空港の利用者数推移 

 

出所：富士山静岡空港㈱ウェブサイト「富士山静岡空港の利用状況」より作成 
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② 仙台空港 

【導入背景】 

 

出所：宮城県「空港から始まる地域活性化（平成 25 年 7 月 16 日）」より作成 

【導入後効果】 

旅客数は令和 2 年 2 月以降のコロナ禍の影響による路線運休等の影響があるものの新規就航が

寄与し、過去最高を記録している。また、民営化以降、令和元年度を除けば財務体質は改善傾向に

あるが、当該年度は事業年度後半のコロナ禍に加え、ターミナル施設改修や PBB 更新工事等があ

ったため、経費・減価償却費が増加しており、民営化後初の営業赤字となっている。 

 

図表 73 取組内容 

項目 主な結果 

利用者数 371 万人（国内 333 万人、国際 37 万人）（令和元年度は新規就航が寄与し過去最高を記録） 

路線数 国内：10 路線 週 55 往復（導入前 11 路線 49 往復） 

国際：5 路線 週 28 往復（導入前 5 路線 10 往復） 

二次交通 • 平成 28 年～山形県酒田市、平成 29 年 1 月～岩手県平泉市、4 月～JR 山形駅、会津若松
市、蔵王方面、花巻方面等との連絡バスを運行するなど、広域の二次交通アクセス網を形成。 

• 市内とのアクセス線を増発 

PSFC • 旅客数連動型の空港使用料導入 

⇒平成 30 年 10 月以降、国内線（230 円）・国際線（600 円）の PSFC を導入。 

投資 LCC 誘致のためのピア棟（搭乗施設の増設）の新設 

駐車場 駐車場の拡張、繁忙期の長期駐車料金の改定 
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図表 74 仙台空港の利用者数推移 

 

出所：仙台国際空港㈱事業報告書より作成 

 

図表 75 仙台空港の財務状況 

 

出所：仙台国際空港㈱事業報告書より作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（民営化）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

売上高経常利益率 1.1% 1.5% 2.0% 1.2% -0.5%
総資本経常利益率 -10.6% 0.3% 0.7% 0.5% -0.2%

自己資本比率 94.5% 53.0% 58.2% 60.6% 61.7%
固定長期適合率 104.4% 67.0% 72.5% 90.1% 89.1%

収益性

安全性
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（2） 事業手法・スキームの整理 

先行する国内の地方空港において導入される官民連携手法には、現状改善型（包括委託）、

指定管理者制度、コンセッション（独立採算型・混合型）がある。 

手法により大きく異なる点は、「民間事業者の事業範囲」と「リスク負担」といえ、コン

セッション手法は民間事業者の経営の権限が大きい代わりに、民間事業者が事業期間中の

更新投資負担やリスクを負うことが一般的である。 

近年は、航空系事業と非航空系事業の管理運営の一体的な実施が可能な「コンセッション

手法」を導入または検討する空港が増えているが、独立採算での運営が難しい多くの地方空

港では、事業期間中、公共側が事業者の支出の一部を負担する「混合型コンセッション」を

導入する空港が多い。 
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① 事業手法・スキームごとの相違点の整理 

  
現状改善型 

（包括委託等） 
指定管理者 

コンセッション 

（独立採算） 

コンセッション 

（混合型） 

施設の所有 設置者 

事業期間 
法令上の定めはなく、3 年～5 年程
度が多い 

法令上の定めはなく 5 年程度が多
い 

一般的には長期、 
15 年～44 年の事例 

一般的には長期、 
5 年～20 年程度 

民間事業者の事業範囲14 
受託した範囲の維持管理業務のみ。
例：事実行為の管理運営業務15 
、維持管理業務、駐車場運営等 

空港設置者が指定する範囲の運営
を実施 

ほぼすべての業務を実施 

 

民
間
事
業

者
の
業
務
範

囲 

着陸料等の設定・収受 
着陸料等は設置者が決定し、収受
を行う。 

着陸料等は設置者が決定し、収受
を行う（徴収代行は可能）。 

条例の定めにより、県に届出を行い、運営権者が設定
し、収受する。 

設備投資 一般的に含まれない 一般的に含まれない 含まれる 条件次第 

エアポートセールス 一般的に含まれない 一般的に含まれない 含まれる 含まれる 

事業開始後の県職員の派遣 不可能 不可能 可能 

リスク分担 

原則、空港管理者が負う 維持管理に係るリスクのみ民間事
業者に移転できるが、原則、空港
管理者が負う 

原則、民間事業者に移転（契約による） 

特徴 

・委託範囲でのコスト削減に留ま
るため、効率化の効果が限定的で
ある 
・民間事業者による投資等の負担
はないため、大幅な経営改善には
至らず、効率化の効果は最も限定
的である 

・民間事業者にとって増収の機会
はなく、コスト削減でしか効率化
を図れないため、効果が限定的で
ある 
・民間事業者による経営資源の投
入が限られるため、改善効率化の
効果は限定的である 

・投資や幅広い業務の中で長期間にわたる経営改善を望
む場合に適するが、導入は事業性による 
・事業性が乏しい場合、民間事業者が参画しない可能性
が高い。特に、昨今の新型コロナウイルスの影響で航空
事業へのリスクは厳しく受け止められている状況である 
・混合型の場合、公共側の支出が継続する 

                                                   
14 指定管理者が実施可能な管理の範囲は制度上明確となっていない。ただし、「国土交通省所管事業への PFI 活用参考書（平成 18 年）」によれば、「公共施

設等の整備等において民間事業者の行い得る業務範囲」について、「航空法において飛行場の設置者に対し、上記権限の他に様々な施設の管理に関する義務

を課している。同法は、このうち安全に関するもの及び他人の権利・利益を制限するもの（制限表面の管理、警備・消防業務等）については、施設の設

置・管理者が最終的な責任を持つことを前提としている。このため、飛行場においては、施設の点検、清掃等の事実上の業務に加え、上記のような性格を

持つ業務についても他の民間事業者が行う場合には、当該民間事業者が施設の設置・管理主体となるべきものと考える。なお、上記のような性格をもつ業

務であっても、処分の方法について予め設置・管理者が設定した基準、運用方法に従って、定型的に行わせるに過ぎない場合（事実行為としての警備・消

防業務、利用徴収等）は、PFI 法を活用し、民間事業者に行わせることも可能と考える。指定管理者制度による場合も、同様である。」とされている。 
15 旭川空港の総合的民間委託では、管理運営業務としてランウェイチェック等の事実行為が含まれる。 
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② 事業手法の検討 

松本空港では、既に一部業務の包括化を実施しており、現状改善型（包括委託等）の実施

のみで県が課題とする経営改善を行うことは難しい。また、財務状況の分析では、航空系事

業の歳出超過が続いており、さらに非航空系事業についても他の空港と比べ収益力が小さ

いため、独立採算でのコンセッション事業は考えにくい。そこで、指定管理者制度及び混合

型コンセッションを中心に制度の比較を実施し、本事業の導入目的に照らして各手法の評

価を行った（図表 76）。 

立地制約や滑走路の延長が難しいことから就航可能機材が限定的であることや現在の運

用時間をベースにすると、ネットワークの拡大や旅客増を目指すにしても他の空港と比べ

航空需要の拡大において自由度が低い。そのため、一般的にコンセッションは民間事業者の

自由度が高い手法であるが、本事業では民間事業者にとって参入リスクとも捉えかねない。

一方で、指定管理者制度であれば、民間事業者の需要リスクはコンセッションに比べると限

られるため、その点で参入のしやすさに繋がると考えられる。 

しかしながら、県は、空港の利用促進や観光拠点としての活用等といった、新たな機能付

加による空港の活性化、経営基盤の強化を課題としている。これらの課題解決を図るために

は、長期の事業期間の中で大胆な経営資源の投入や経営戦略の展開が可能であり、民間事業

者の自由度がより高い手法（混合型コンセッション事業）が望ましいといえる。 

 

図表 76 本事業の課題に対する各制度の評価 

県の課題・導入目的 指定管理者制度 混合型コンセッション 

財政負担削減 ・空港管理事務所が個別発注し

ていた業務を包括的に発注す

ることにより、コスト削減の可

能性がある。 

・航空系/非航空系事業の一体

管理による効率化により、これ

までの空港基本施設等の管理

に係るコスト削減の可能性が

ある。 

増収 ・利用料金を公共の承認のもと

設定し、自らの収入にできる。

また、自主事業の実施による増

収が見込める（ただし、着陸料

等の収入は公共側に帰属。）。 

・コンセッションに比べると増

収の余地は限られる。 

・着陸料等を含め利用料金を

公共への届出により設定し、自

らの収入にできる。 

・自主事業の実施による増収

が見込める。 

・空港全体の増収に寄与する。 

事務負担減 ・空港管理事務所が個別に委託

していた業務（ただし、事実上

の行為16のみ）を包括的に発注

・空港管理事務所が個別発注

していた業務を包括的に発注

することにより、公共側の事務

                                                   
16 通常の業務委託契約によって外部に委託することができる設備の維持管理や清掃業

務、警備業務等の定型的な行為を指す。なお、指定管理者制度では、これらの事実上の業

務以外に行政処分にあたる施設の利用許可等の権限を含めた管理業務全般を委ねることが

できる。 
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することにより、公共側の事務

負担が減る。 

負担が減る。 

民間ノウハウの活用

による活性化 

・エアポートセールス、賑わい

イベント等の企画運営実施な

どを指定管理業務とすること

が可能であるが、コンセッショ

ンと比較するとノウハウの活

用余地は限定的。 

・エアポートセールスをはじ

め事業全体に民間ノウハウを

活用することが可能。 

運営の自由度の確保 ・基本的に仕様に基づき運営を

実施する。 

・運営の自由度が高い。 

人員削減 ・業務範囲が事実上の行為に限

られるため、コンセッションと

比較すると効果は限定的。 

・航空系事業も民間事業者の

事業範囲となるため、空港管理

事務所職員が減員となる可能

性がある。 

大規模な更新投資の

実施 

・大規模更新投資を業務範囲と

している事例はあまりみられ

ない17。 

・資本的支出に係る建設・改修

又は修繕（増築や大規模修繕も

含むが、新設工事及び施設等を

全面除却し再整備するものは

除く。）が可能。 

・比較的長期間であることが

多いため、任意事業等において

大規模な投資が可能。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
17 大阪城公園パークマネジメント事業では、指定期間が 20 年と一般的な指定管理期間よ

りも長期であり、指定管理者が大規模な設備投資を実施している。 
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（3） 事業条件の検討 

① 事業範囲 

本事業では、官民連携の事業範囲のパターンとして 4 パターンを想定した（図表 77）。 

パターン 1 は、空港コンセッション事業に加え、公園の維持管理業務等を一体的に実施

する場合を想定し事業範囲としては最も広い事業であり、一般的に効率化及び工夫の余地

がある。しかし、空港と公園の担当課が異なるため、庁内横断的な調整も必要であり、導入

までに時間を要することが想定される。 

パターン 2 は、公園の維持管理業務を事業範囲外とし、空港コンセッション事業のみに

限定した事業である。 

パターン 3 は旅客ターミナルビルの運営事業のみと公園の維持管理業務を一体的に実施

する事業である。金額的な負担の大きい空港基本施設の維持管理・運営を除き、リスクを限

定的にしたパターンであるが、県が課題とする空港基本施設の効率化に対する効果は得ら

れない。 

パターン 4 は、既に導入する公園の指定管理業務の範囲を拡大して空港基本施設に対し

ても指定管理者制度を導入する事業である。リスクは限定的であるものの、民間事業者の工

夫の余地はパターン 1 や 2 と比較すると限定的であり、県が課題とする旅客ターミナルビ

ルの収益力向上には寄与しづらい。 

民間事業者への意向調査において各パターンに対する意見を聴取し、次項（4－1（3）②）

にて松本平広域公園との一体的な管理等のメリット・デメリットを整理し、最終的な事業範

囲の決定を行った。 
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図表 77 官民連携事業範囲の検討パターン 

 

 

 

 

 

 

 

② 空港と松本平広域公園の一体的な管理等のメリット・デメリット 

現状分析、現地調査、公園指定管理者及び民間事業者へのヒアリング結果を踏まえ、空港

コンセッション事業と公園の管理等の一体化による事業化の可能性について整理を行った。

一体管理等によるメリットやデメリット（留意点）は図表 78 の通りである。 

公園の指定管理者の収支状況では空港の現状の赤字をカバーできるだけの収益力は無く、

また、公園を管理する都市・まちづくり課へのヒアリングでは、令和元年度に開催した緑化

フェア後の再整備が進んでおり、任意事業として活用できる用地が特に旅客ターミナルビ

ルが立地するターミナルゾーンに殆どないことも明らかとなった。 

したがって、空港収支の改善に寄与するような Park－PFI 手法の活用は想定し難く、空

港コンセッション事業の事業範囲として公園での任意事業の実施を想定することは難しい。  

さらに、運営権者の業務範囲に公園の指定管理業務を含む場合においても、a)自主事業を

含む指定管理業務の利益水準は 1,000 万円程度であり、空港の収益改善に結びつけること

が難しいこと、b)ヒアリングにおいても本体事業の事業性が低く、公園の指定管理業務が民

間事業者の負担になるといった意見が多数あったこと、から表中の（ア）や（イ）の導入は

考えにくいと判断した。 

また、民間事業者からの意見を踏まえ、空港の経営基盤の強化に優先的に取組むことが望

ましいと判断し、「（エ）空港コンセッション事業」での事業の実現可能性を検討することと

した。 

パターン 1： 事業範囲最大化パターン （航空系事業・非航空系事業・公園の維持管理業務） 

パターン 2： 空港コンセッション事業 （航空系事業・非航空系事業の維持管理運営業務） 

パターン 3： 収益事業一体化パターン （非航空系事業・公園の維持管理業務） 

パターン 4： 指定管理業務拡大パターン （航空系事業・公園の維持管理業務） 
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図表 78 空港と公園の一体管理等のメリット・デメリットの整理 

空港コンセッションの事業

との組み合わせパターン 
メリット デメリット（留意点） 

（ア）空港コンセッション  

     ＋ 

公園の指定管理業務を事業

範囲とする場合 

 

※公園全体が対象となり、

指定管理者制度を活用 

 

（図表 77 パターン 1 に該当） 

 空港基本施設及び公園

の管理において類似す

る業務の効率化や発注

の長期複数年度化によ

るコスト削減の可能性 

 公園の指定管理業務（自主事業を

含む）が空港コンセッション事業

の赤字をカバーできるほどの収益

力はない（＝民間事業者の参画意

向には関係ない） 

 現在の指定管理者の空港コンセッ

ション事業における取扱や事前調

整が必要 

 現在の指定管理者が SPC に関与し

ない場合、長年の公園管理ノウハ

ウが継承されない 

（イ）空港コンセッション    

     ＋ 

公園内での施設整備を伴う

任意事業を事業範囲とする

場合 

 

（Park-PFI の活用により

設置管理許可期間の延伸や

建蔽率緩和等のもと実施） 

 

※公園は対象部分のみ 

 

（図表 77 パターン 1 に該当） 

 空港で商業展開が難し

い場合、公園に商業展

開が可能な場所を確保

できる 

 運用上の制約がある中

で航空旅客増が見込め

ない場合の収益源にな

り得る 

 公園内のターミナルゾーンには活

用用地がないため、提供可能性が

高い用地は空港から離れる可能性

があり、活用上のメリットに乏し

い（民間事業者からは、空港近隣で

ないと任意事業の実施は難しいと

の回答） 

 そもそも公園や空港の立地は利用

者が気軽に訪れやすい場所ではな

く、公共交通機関が限られるため

集客施設を整備しても集客が十分

に出来ない可能性が高い 

 公園と空港のどちらの事業を主と

して賑わい創出を行えばよいか民

間事業者に伝わりづらく、審査に

おける評価が難しい 

（ウ）空港コンセッション 

     ＋ 

公園の賑わい創出（必須） 

 

（図表 77 パターン 2 に該当） 

 事業範囲とする方が、

両施設の賑わい創出を

検討しやすい（されや

すい） 

 定期的な賑わい創出の

ための検討会やイベン

ト実施等 

 公園と空港のどちらの事業を主と

して賑わい創出を行えばよいか民

間事業者に伝わりづらく、審査に

おける評価が難しい 

（エ）空港コンセッション 

事業 

 

（図表 77 パターン 2に該当） 

 明確な目的（空港事業

の活性化、改善）のも

と、運営権者が空港コ

ンセッション事業に集

中的に取り組みやすい 

 県が期待する公園の賑わい創出に

寄与するかは不確実 



62 

 

 

③ 事業開始タイミング 

本事業に関連するスケジュールを表に整理（図表 79）すると、事業開始は以下のように

整理される。 

公園との一体管理等を想定しない場合には、本事業について関係者の合意形成を図りな

がら、検討の深度を深め、最短で令和 7（2025）年度または令和 8（2026）年度に事業開始

することが考えられる。 

一方、公園との一体管理等を想定する場合には、指定管理期間や国民スポーツ大会の開催、

陸上競技場整備事業等が並行して計画されていることから、それらが一段落した令和 11

（2029）年度の事業開始が考えられる。 

 

 公園との一体管理等を想定しない場合：令和 7（2025）年度または令和 8（2026）年度 

 公園との一体管理等を想定する場合：令和 11（2029）年度 

 

図表 79 関連スケジュールの整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024 FY2025 FY2026 FY2027 FY2028 FY2029

空港関連事業

官民連携事業

（空港ビル会社株式売却関連）

大規模投資（RESA）

大規模投資（国際TB）

（供用開始からの年数） 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36

公園関連事業

指定管理事業

陸上競技場整備事業 完成

国民スポーツ大会 開催

その他

備考

公園との一体
管理を想定す
る場合令和11
年度事業開始

公園との一体管理を想定しな
い場合令和7or8年度事業開始

4期目

検討調査 導入可能性調査

株主調整等

公募資料作成等 公募 引継ぎ 事業開始

※難航した場合全体スケジュールに影響

設計意見を提案させるとともに設計に関与 整備

IATA国際線需要
回復見込み年

IATA国内線需要
回復見込み年

5 期目（本来の指定期間）
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④ 事業期間 

先行事例と今後の更新投資のタイミングを踏まえ、事業期間について整理する。 

 

(ア) 先行事例における事業期間 

事業期間は、個別事業毎の実施背景や施設の状況、投資計画等を踏まえて総合的に判断さ

れるため、先行事例では 5 年程度の短期間のものから 40 年を超えるものまで様々である。   

コンセッション事業の事業期間について法律上の定めはないが、運営権者に対して公共

施設の価値を高め、利用者の増加等を図るための投資を求める事等ができることから、一般

的には投資回収の期間を踏まえて、長期間の事業期間が設定されることが多い。 

全ての先行事例の事業期間の平均は約 26 年、地方管理空港の平均は約 17 年（神戸空港

を除くと約 10 年）である。 

松本空港の活性化や賑わいの創出、経営基盤強化といった県の目的達成のためには、民間

の参入リスクを抑えて参画意欲を促進しつつ、民間の創意工夫を投資等にも取り入れるこ

とが必要と考え、15 年～20 年を一つの目安とすることが考えられる。 

 

図表 80 先行事例における事業期間 

 

※北海道 7 空港には地方管理空港等を含んでいる。 

 

(イ) 更新・大規模改修長期計画 

松本空港では、照明施設、土木施設等の実務上の耐用年数を 20 年程度と捉えており、「③

事業開始タイミング」の検討事項を踏まえ、事業期間中に一回の更新タイミングを含む 20

年とすることが考えられる。 
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⑤ 国際線ターミナル整備事業 

平成 28 年 6 月に策定した「信州まつもと空港の発展・国際化に向けた取組方針」では、

「国内路線の拡充」、「空港の国際化」、「観光・賑わい拠点としての活用」、「空港施設の機能

等の強化」の 4 つの柱を掲げている。令和元年度には、これらの目標達成に向けた、特に施

設面での課題の整理と必要となる改善策及び整備内容の検討調査（「平成 31 年度県単 松

本空港施設機能強化に係る概略検討委託業務」）を実施し、将来的なターミナルビルの増築

の必要性やその整備概要を整理している。 

本事業では、コンセッション事業にターミナル整備事業（増改築）を含めるかについて、

以下の論点検討を行った18。その結果、（オ）に評価するように、国際線ターミナル整備事業

をコンセッション事業の範囲とし、民間事業者の意向を踏まえて適切な内容・規模の整備を

行うことを念頭に整備を進めることとした。 

 

(ア) ターミナルビル整備検討の前提 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の考えと民間事業者からの意見、本事業の前提を踏まえ、以下を前提に検討を進める。 

 

 空港運営は混合型コンセッション事業を前提とする 

 民間資金の活用を検討するが、旅客規模やコロナ禍の状況下で民間事業者の負

担とすることは困難であり、民間資金の活用ケースにおいても県がサービス購

入料として平準化しながら支払うことを前提とする 

 既存ターミナルビルと増築部の所有は一体とする 

 

                                                   
18 運営権者による増改築は、施設の運営等のために必要であれば可能と考えられるが、

具体的にどのような増改築を運営権者に認めるかどうかについては、管理者等が個別に判

断すべき事項である（「公共施設等運営権及び公共施設等運営事業に関するガイドライ

ン」（内閣府））。なお令和 2 年改訂版の「PPP/PFI 推進アクションプラン」では、コン

セッション事業に密接に関連する「建設」「改修」等について、運営権者が実施できる業

務範囲を明確化し、民間事業者が創意工夫を活かしやすい環境整備に向けて検討が進めら

れている。 

【県の考え】（ヒアリング） 
◇ 取組方針に基づく「空港

の国際化」に向けて国際
線ターミナルビルを整
備する。 

◇ 整備費用については、県
の支出を平準化したい。 

◇ 国際線ターミナルビル
の設計には運営者の意
見を取り入れ、適正な規
模としたい。 

【民間事業者からの意見】（詳細は 4－1（4）） 
◇ 民間事業者の負担は、旅客規模や事業性を踏まえると

困難（整備したとしても、投資回収が可能なのか懸
念。）。 

◇ サービス購入型であれば民間資金の活用可能性もあ
り。 

◇ ただし、増築＝運営費用の増加であるので、①サービ
ス購入料増加につながる、②人的な受入体制の構築
（グラハン、車両等）が可能であるのか十分な検討が
必要。 

◇ 整備するのであれば、企画段階からの参画意向あり。 
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(イ) ターミナルビルの整備手法 

ターミナルビルの整備にあたっては、従来型発注での整備の他、民間資金を活用した整備

とすることが考えられる。整備手法の検討では、「県の支出の平準化」、「運営者の意向を踏

まえた整備内容」、とすることを前提に検討を行う。 

前提条件である「県の支出の平準化」を図ることを念頭においた場合、取り得る手法は以

下の通りである。 

 

A) PFI 

民間事業者が資金調達し、整備を行う。県は割賦手数料を上乗せした整備費を民間事業者

に延べ払いすることで支出の平準化が可能となる。 

整備手法としては、PFI＋コンセッション等が考えられる。 

 

 

B) 公共工事 

公共が資金調達し、民間事業者に発注して整備を行う。整備費の支払いは原則一括となる

が、地方債を活用することで、支出の平準化を図ることが可能となる。 

整備手法としては、従来方式、DB19等が考えられる。 

従来型発注の場合、県がビル会社へ整備費を貸し付けること等も考えられるが、他の空港

の増改築に要した整備費用を参考に整備費を約 30 億円20とした場合、ビル会社の財務分析

を踏まえると、同社が借入れて償還することは難しい。そのため、従来型発注とする場合に

は、県が工事発注し、ビル会社に対し無償譲渡や現物出資することが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
19 Design-Build 方式。設計と施工の一体的な発注方式を指す。 
20 近年の増改築事例を参考に算出。対象は以下の空港。括弧内は供用開始時期。 

 旭川空港：約 46 億円（平成 30 年度） 

 宮古空港：約 10.3 億円（令和 2 年度） 

 南紀白浜空港：約 13.4 億円（令和 3 年度） 

 松山空港：約 46 億年（令和 6 年度予定） 
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(ウ) 整備後のビルの所有について 

既存ターミナルビルの所有者は松本空港ターミナルビル株式会社である。そこで、整備主

体による所有のパターンを 3 通り検討した。 

 

図表 81 ターミナルビルの所有のパターン 

所有パターン イメージ 内容 

A)  

民間事業者所有 

 

 増築後の国際線ターミナルビ

ルの所有を既存ターミナルビ

ルとあわせて一体的に民間事

業者が所有する。 

 民間事業者としては、松本空

港ターミナルビル(株)の活用

とその他民間事業者（SPC）

の活用が考えられる 

B)  

県所有 

 

 増築後の国際線ターミナルビ

ルの所有を既存ターミナルビ

ルとあわせて一体的に長野県

が所有する。 

 事例として静岡空港など 

C)  

増築部を県所有

（区分所有）  

 国際線ターミナルビルを県が

所有（合築の場合、区分所

有）する。 

 施設の所有と管理が分かれる

と修繕や投資のタイミングを

揃えることが難しく、コスト

削減につながりにくい等、デ

メリットが多い。 
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(エ) 所有権が公共または民間であることによるコンセッション導入時の違い 

ターミナルビルの所有権の違いにより、コンセッション導入時の運営権設定範囲が異な

る。A は、国内先行事例において一般的に導入されているパターンである。この場合、ター

ミナルビルの所有は民間事業者となるので、自由度が高く機動的にビルを改造出来る。 

一方、B のようにターミナルビルを県が譲り受けて空港基本施設と一体的に運営権を設

定し、コンセッションを導入する場合は、A に比べ自由度が限定的であるが、民間事業者が

ターミナルビルを所有しないため、資産所有に係るコストが発生しない。 

 

A) 既存ターミナルビル会社所有のままとする（仙台空港等） 

 

 

B) ターミナルビルを県が譲り受け、県所有とする（静岡空港等） 
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(オ) ターミナルビルの所有の違いによる特徴（まとめ） 

A) 一般的な違い 

 

※1：地方管理空港では鳥取空港と南紀白浜空港が既存ターミナルビルを民間所有のまま
コンセッションを導入しているが、これらの空港については国際線ターミナルビルが県所
有なので国際線ターミナルビル部分のみ運営権設定対象となっている。 
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B) 本事業の特徴を踏まえた評価 

本事業は、定期便増に向けた立地や滑走路長などの制約があり、大幅な収益増・成長性が

見込み辛いため、事業性の低い事業であることを前提に評価を実施した。 

 

 

※2：仙台空港における事業期間満了による事業終了時の主な規定は以下の通り。 
 事業引継の規定（国又は国の指定する第 3者に円滑に事業を引き継げるよう規定） 
 運営権設定対象施設の第 3 者への引き渡しを規定（国又は国の指定する第 3 者は

時価にて資産を買い取ることができる、または新たに公募する場合、運営権者に時
価等で買い取らせることを公募の条件とする。）。 

⇒民間所有の場合であっても、空港運営事業が円滑に継続するように契約上で規定を
設けており、事業が中断するリスクを予め回避する策が練られている。 
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（4） 民間事業者への意見聴取 

 民間事業者への意見聴取は、コンセッション事業への参画実績を有する企業 10 社（不動

産、ゼネコン、商社、交通等）に行った。また、現状及び課題把握のため、松本空港ターミ

ナルビル株式会社及び公園の指定管理者であり、地元企業で構成されている TOY BOX に

対してもヒアリングを実施した。 

項目毎の主な意見は以下の通りである。これらの意見も踏まえて新たな空港運営手法の

検討を実施した。 

 

① 実施要領 

現状等の整理結果を踏まえ、以下の条件のもと、民間事業者から意見聴取を実施した。 

 

【事業条件】 

事業手法  空 港 ：混合型コンセッション 

 公園管理：指定管理者制度、Park-PFI 等 

事業開始  令和 7～11 年度 

事業期間  15 年～20 年間 

業務範囲  空港運営事業 

 空港航空保安施設運営等事業 

 環境対策事業及び附帯事業 

 任意事業 

 その他事業（ターミナルビル整備、公園管理） 

 

【主な質問項目】 

 事業条件に対する意見・要望 

 混合型コンセッションとする場合の県負担のあり方 

 公園との連携や一体管理等を事業範囲に含めた場合の事業性 

 国際線ターミナルビル整備事業について 

 コロナ禍での空港コンセッション事業に対する意見・要望 

 既存ターミナルビル会社の取扱い 
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② 民間事業者からの主な意見 

(ア)  事業手法 

• 現在の旅客数・収支状況を踏まえると、参画にリスクを感じる企業が多数。 

• （手法にとらわれず）リスク分担や官民の役割分担次第では、官民連携の可

能性はある。 

• 県の目的が「空港の観光・賑わい拠点化」「国際化」がメインであれば、コ

ンセッション以外の官民連携手法の導入も考えられ得るのではないか。 

• 段階的に民間活力の活用を進めることが望ましいのはないか。 

 

(イ)  国際線ビル整備事業 

• 国際線ビル整備自体が、現在の旅客規模や収支状況、コロナ禍を踏まえても

投資対効果の点でリスクであり、民間事業者がビル整備費を負担することは

難しいとの意見が多数。 

• 立地的にもインバウンド旅客の取込は、regional to regional で確保してい

くことがメイン（国際線の直行便誘致の可能性は難）になる確率が高く国際

線専用のビル整備は不要ではないか。 

• 環境的な制約（滑走路長、立地等）による需要への影響が大きいことからも、

「国際線の強化」より「国内線の拡充を目指す」方が確実で現実的。 

• 民間資金の活用は、公共が対価を支払う手法であれば考えられ得る。 

• 民間事業者からの国際線ビルに対する意見聴取は可能。むしろ、整備するな

らば、設計よりも前の段階の企画段階から関与できると良い。 

 

(ウ)  事業範囲 

• 県の目的次第。「空港」の賑わい創出や活性化が第一目的であれば、空港事

業をメインとする方が良い。 

• 公園管理業務は空港基本施設業務と類似するが、結局は現在の指定管理者に

委託することが想定され、公園指定管理業務の収益を空港にまわすことは考

えにくい。 

• また、空港事業の収益をカバーするほどの任意事業は公園内で想定しづらい

との意見が多数。そのため事業範囲に含まれることによる事業参画意向への

影響は少ない。 

• 極力自由度が高い状態で任意事業の用地が確保されていれば公園が対象に

含まれることも考えられ得る。 

• 非航空系事業のみの官民連携事業も考えられるが、県の官民連携導入におけ

る目的次第。意見としては上下一体での事業とすることが望ましい。 
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(エ)  事業化後の県の支援体制（費用負担等） 

• 現在の旅客数・収支状況を踏まえると最大限の県の支援と連携が必要。 

• 旅客や利用者を増やすということは、それに見合う魅力的な施設、コンテン

ツが必要であり、投資も行う必要があるため、必ずしもコスト削減に繋がら

ないことを理解頂く必要がある。 

 

(オ)  事業開始タイミング 

• コロナ禍で先が見通しにくい状況。IATA の見通し以上に想定できるものは

なく、今後 5 年程度でコンセッション事業の公募～選定を想定する場合に

は、タイミング的に早いとの印象。 

 

(カ)  事業期間 

• 投資規模や施設の維持管理水準によるものの、コンセッション事業であれば

中長期（20 年超）の事業期間が望ましい。 

• 事業終了時の投資施設の残存価値での県の買取が保証されるのであれば事

業期間によらず投資は可能。 

 

(キ)  松本空港ターミナルビル(株)の活用について  

• 人材は貴重であり引き続き採用する意向が強い。 

• 松本空港ターミナルビル(株)の活用（残すかどうか）は、どちらでも問題な

い。 

 

(ク)  リスク分担とインセンティブ設計について 

• 新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、官民連携事業に対する民間事業者

の見方はよりシビアになっている。 

• 本事業は事業性が現時点では低いため、リスク分担と役割分担が肝要。民間

事業者に委ねても大きな収益力の改善は難しいと想定されるので、県との連

携を一層強化することが必要。また、現在の空港規模で稼ぐことによるイン

センティブの付与は難しいため、不可抗力リスクや施設制約に起因する事業

性への懸念やリスクを払拭することが重要。 

• もとから事業性が厳しく、そもそも参画リスクが高い事業であるため、基本

的にリスクは公共が負い、安心して事業参画できるスキームを設計すべき

（少しでも公共のリスクが軽減さればメリットと考えるべき）。 
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4－2 空港運営スキーム案の実現可能性の検討 

コンセッション事業の導入可能性について、収支シミュレーションの実施により実現可

能性を検討する。 

 

（1） 各種設定条件とその根拠 

収支シミュレーションは、現状維持を含め 4 パターンについて実施した。各設定条件は

下表の通りである。なお、試算ケース 1～2 では既存ターミナルビルの所有について県所有

を前提としている。 

 

 ターミナルビル整備業務 維持管理・運営業務 

ケース 0 従来型発注 現行体制維持 

ケース 1 設計・施工一括発注 コンセッション事業 

ケース 2 
コンセッション事業（ビル整備業務を特定事業21とする場合） 

※旅客ターミナルビルも運営権設定範囲とする 

ケース 3 
コンセッション事業（ビル整備業務を義務事業22とする場合） 

※旅客ターミナルビルは非運営権施設とする 

 

【維持管理運営事業：コンセッション】 

項目 設定条件 根拠 

事業期間 20 年間 

（うち設計・整備：3 年） 

地方空港における先行事例、更新投資計

画、民間事業者ヒアリングにより設定。 

インフレ率 人件費：1.3％ 

建設：2.5％ 

賃金改定状況調査（厚生労働省）及び建

設工事費デフレーター（国土交通省）に基

づき設定。 

運営維持管理費

用 

－ 航空系事業については原則として平成 30

年度水準に各種上昇率を加味して試算。 

非航空系事業については原則として実績

                                                   
21 公共施設等の整備等に関する事業であり、PFI 事業として実施することにより効率的か

つ効果的に実施されるものをいう（内閣府「PFI 事業実施プロセスに関するガイドライ

ン」P11）。ケース 2 の場合、特定事業として運営権施設であるビルの増築を行うことにな

る。 
22 PFI 事業の特定事業ではないが、事業期間中の実施を運営権者に義務付け、契約上実施

する業務。例えば、「熊本空港特定運営事業等」では、「募集要項」の「本事業の範囲」の

中で、非運営権施設であるビル施設について、ビル施設事業の実施以外に「新ビル施設の

整備に関する業務を実施する義務を負う。」こと等が義務付けられている。ケース 3 の場

合、民間事業者が所有するビルは非運営権施設となるが、非運営権施設に対し県が増築を

義務づけるため、｢義務事業｣となる。 
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の 4 年度平均に各種上昇率を加味して試

算。 

空港整備経費 事業期間中に資産計上される

各資産について、取得価額及

び実耐用年数を踏まえ金額を

計上 

 

「令和 2 年 8 月松本空港整備計画工程表

（事業費）」、管理事務所ヒアリングより設

定。 

大規模更新投資 下記費用を試算に計上。 

① RESA 整備 

② ターミナルビル整備 

長野県提供資料を採用。 

経費 － 長野県提供資料を採用。 

維持修繕費用 － 長野県提供資料を採用。 

需要 最終年度：約 28 万人 

 国内：約 25 万人 

 国際：約 3 万人 

「信州まつもと空港の発展・国際化に向け

た取組方針」に掲げる数値目標との整合を

図りつつ、実際の搭乗率や就航率を踏ま

えて設定。 

事業収入 ① 着陸料等（本則の 1/3） 

② 駐車場収入（単価 300 円・

稼働率 60%）  

③ 広告収入（旅客連動） 

④ その他項目（旅客連動） 

① その他の地方空港の徴収状況 

② 平均駐車台数、他空港の料金設定水

準の加重平均値 

③ 旅客連動分の広告収入増 

④ 旅客連動分の収入増 

県職員派遣人件

費 

先行事例等を踏まえ、派遣人

員・期間・人件費を計上 

人数及び期間は先行する空港コンセッショ

ン事業の実施契約に基づき設定。 

金額は、長野県管理事務所の人件費（正

規職員）より設定。 

民間効率化効果等 10％削減 平成 25 年度及び平成 26 年度内閣府導入

可 能 性 調 査 に お け る 平 均 費 用 削 減 率

（「PPP/PFI 手法導入優先的検討規程策定

の手引き」より）。 
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【ビル整備事業費】 

 従来型 

項目 設定条件 根拠 

資金調達条件 充当率：75％ 

調達金利：0.141％ 

償還期間：10 年間 

据置期間：2 年間 

県指定。 

 コンセッション事業 

項目 設定条件 根拠 

資金調達条件 調達金利：2.0％ 

償還期間：事業期間を通じた

元利均等返済 

協力会社のアドバイザー実績に基づ

き、保守的な金利水準を設定。 

 

（2） 手法別の公共負担額の整理 

各ケースの事業期間中の公共負担額を下表に整理した。 

（単位：百万円） 

 ケース 0 ケース 1 ケース 2 ケース 3 

運営・維持管理 

費用 
   

 

空港整備事業費     

ビル整備費用     

合計     

単年度あたり     

 

 

 

 

 

 

 

 

非公表 
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（3） 事業期間における収支の比較 

 期間：20 年間（令和 9 年度（2027 年度）～令和 28 年度（2046 年度）） 

 

※ケース 1～3 はケース 0 と比較した場合 

 ケース 0 ケース 1 ケース 2 ケース 3 

事業期間の総支出

額の削減効果 
－ 削減額最大 

ケース 1 より 

削減額小 
削減額最小 

国際線ターミナルビ

ル整備関連費用 
－ 費用削減 費用増加 費用増加 

 

（単位：百万円） 

 ケース 0 ケース 1 ケース 2 ケース 3 

営業収入     

営業費用     

経常損益     

単年度あたり 

経常損益 
    

 

 

 

  

非公表 
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4－3 検討結果・結論 

（1） 本調査の結果得られた示唆 

調査結果を踏まえ、民間事業者への意見聴取時の事業スキーム仮案から変更した項目に

ついて得られた示唆をまとめる。 

 

① 事業範囲 

(ア) 松本平広域公園 

検討当初、公園との一体管理や公園での任意事業の展開等による民間事業者の事業範囲

拡大による事業性確保を念頭に調査を進めていたが、公園内に民間事業者が事業展開可能

な用地がなく、任意事業の実施が困難であることが判明した。さらに、指定管理収支は数百

万程度の黒字を計上しているが、航空系事業や非航空系事業の事業改善に資する収支状況

にはない。そして、民間事業者からの意見聴取では、空港事業の事業基盤の脆弱さ、県の目

的である空港の賑わい創出等を行うのであれば、第一に空港事業の改善を図るべきとの意

見が多数示された。 

上記理由から、松本空港における官民連携手法の導入段階では、空港事業をメインとする

ことが望ましいとの示唆が得られた。 

 

(イ) 国際線ターミナルビル整備 

先行する空港コンセッション事業と比較しても旅客規模が小さく、独立採算での事業実

施が難しいことが現状分析及び民間事業者からの意見聴取結果において明らかとなった。 

また、収支シミュレーション上も一定の条件のもとに増収を見込んだとしてもいずれの

ケースにおいても事業期間を通じて黒字化には至らない結果となった。そのため、空港運営

に加えて、国際線ターミナル整備も民間事業者業務とし、費用を負担させることは現実的で

はない。 

一方で、県は「空港の国際化」や「観光・賑わいの拠点」としての活用を図っていきたい

考えである。 

このため、国際線ターミナルビル整備について民間事業者の意見を提案等で示してもら

いながら適正な内容・金額規模で実現し、当該費用についてはサービス対価の対象とするこ

とが望ましいとの示唆が得られた。 

また、収支シミュレーションの結果においても、増築するビルの所有を県とする方が事業

期間中の支出総額が抑制でき、コストメリットがあることが確認出来た。 
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② 事業手法 

事業手法については、県が目指す新たな機能や経営基盤の強化を進めていくためには事

業期間中に民間事業者の経営資源の投入も可能な混合型コンセッション手法が望ましいと

の結論に至った。ただし、民間事業者からの意見聴取では現在の旅客数や収支状況ではそも

そも参画リスクが高いと判断する企業が多数みられたため、ダウンサイドリスクの低減を

念頭に、サービス対価の対象やリスク分担について引き続き検討を重ねることが必要であ

ると認識した。 

 

③ 事業開始タイミング 

事業範囲として、公園との一体管理等を含めずに検討を進める事としたため、４ 4－1(3)

で検討した通り、令和 7 年度～8 年度の事業開始が想定されるが、令和元年度末から発生し

たコロナ禍により航空需要の回復は引き続き不透明である。 

また、民間事業者からの意見聴取では、想定スケジュールではやや早いとの印象を持つ企

業が多数見られた。 

そのため、令和 3 年度を関係者との合意形成期間にあて、令和 4 年度以降に本格的な検

討を開始することとし、令和 9 年度に事業開始予定とするスケジュールを組み立てた。 

 

図表 82 事業開始タイミングの再整理 

 

 

④ 定量的な比較 

定量評価では、現行体制と比べると官民連携手法を導入する方が、事業期間全体を通じた

コストメリットを確認することができた。 

その中でも、国際線ターミナルビル整備を公共が資金調達したうえで設計・施工一括発注

とし、空港の維持管理・運営業務に対しコンセッション手法を導入するケース 1 が事業期

間中の県及び事業全体の支出額を最も抑制できる結果となった。 

また、国際線ターミナルビル整備費用で比較すると、ケース 0 及びケース 1 では公共が

資金調達することを想定したため、ケース 2 及びケース 3 で民間事業者がビル整備を行う

よりもよりも低い調達コストとなった。 

 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024 FY2025 FY2026 FY2027 FY2028 FY2029 FY2030

官民連携事業
（混合コンセッション）

（空港ビル会社株式売却関連）

大規模投資（国際TB）

（供用開始からの年数） 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37

その他

検討調査 導入可能性調査・MS

株主調整等

公募資料作成等 公募 引継ぎ 事業開始

引継ぎ期間を通し、

企画を進める

建設

IATA国際線需要

回復見込み年

IATA国内線需要

回復見込み年

竣工実施設計基本設計企画
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本試算では、ビル整備の条件（規模等）を一定としているものの23、本来、ケース 2 の場

合はコンセッション事業の範囲に国際線ターミナルビル整備事業を含めるため、運営する

民間事業者のノウハウの活用により、整備規模や性能等に対する工夫が期待できる。 

そのため、新たな空港運営スキームとして、ビル整備事業をコンセッション事業に含めて

実施するケース 2 を前提に、来年度以降の検討を深めていくこととした。 

 

図表 83 事業期間全体の支出額の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 84 各ケースの条件の主な違い 

 ケース 0 ケース 1 ケース 2 ケース 3 

ケース概要 
現行体制維持 

※ビル整備は県 

ビル整備：県 

維持管理運営：民 

維持管理運営：民 

（ビル整備含む） 

維持管理運営：民 

（ビル整備含む） 

国際線ビル整備の

資金調達 
公共調達 

公共調達 

（設計施工一括） 
民間調達 民間調達 

既存ビルの所有 
松本空港ターミナル

ビル（株） 
県 県 民 

増築ビルの所有 
松本空港ターミナル

ビル（株） 
県 県 民 

 

 

 

 

 

 

                                                   
23 民間事業者のコスト削減効果は試算に織り込み済。 

非公表 
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⑤ 旅客ターミナルビルの所有について 

現在の旅客ターミナルビルの所有者は、松本空港ターミナルビル(株)であるが、コンセッ

ション事業の導入にあたり、既存ターミナルビル及び増築部のターミナルビルの所有のあ

り方が論点となる。 

4－1（3）⑤（ウ）では、ターミナルビルの旅客ターミナルビルの所有のパターンについ

て整理を行い、既存ターミナルビルと増築部の所有が分かれた場合、施設の管理にあたって

修繕や投資のタイミングを図ることが難しくなることが考えられ、一体での所有とする方

が望ましいとの結論を得た。 

次に、4－1（3）⑤（オ）では、旅客ターミナルビルの所有の違いよる本事業への影響を

整理し、事業期間中の民間事業者の投資インセンティブの確保に工夫を要するものの、コン

セッション導入前に既存の旅客ターミナルビルの所有を予め｢県｣とする方が、官民双方の

メリットが高いと評価した。評価する点として、民間事業者の資産保有リスクが抑えられ参

画意欲を高められること、また、万が一民間事業者が事業から撤退した場合の県における円

滑な事業継続が可能であることが考えられる。 

さらに、定量評価においても、既存及び増築する旅客ターミナルビルの所有を「県」とす

る方が、コスト上のメリットが高いことが確認出来ている。 
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（2） 新たな空港運営スキーム（案）の整理 

調査結果を踏まえ、新たな空港運営スキーム（案）を以下の通り整理した。 

 

図表 85 新たな空港運営スキーム（案） 

事業スキーム 留意事項 

 事業範囲 空港運営業務 

空港航空保安施設運営等業

務 

環境対策事業及び附帯事業 

ターミナルビル整備事業 

 本事業の事業性を踏まえ、ビルの所有を

予め県とする方が県及び民間のメリット

が大きいことを前提に、事業範囲を想

定。実際には、来年度以降、関係者との

協議を経てビルの所有について決定を行

う。 

 ターミナルビル整備事業を特定事業とし

て事業範囲に含めるかどうかは今後の

検討論点とする。 

 公園とのソフト面での連携を提案させるこ

とも含めて、検討を進める。 

 事業手法 混合型コンセッション  混合型とした場合の、県の事業期間中の

サービス対価として支払う範囲について

は、引き続き検討が必要である。 

 事業開始 令和 9 年度 － 

 事業期間 20 年間 － 
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５．今後の進め方 

5－1 事業化に向けてのスケジュール及び各段階で検討すべき事項 

 事業化に向け、令和 3 年度は庁内及び松本空港ターミナルビル株式会社等、関係者との

調整を進め、令和 4 年度以降に詳細検討を進める。ただし、庁内での調整等に時間を要すこ

とも想定され、その場合は令和 3 年度に予定される実施内容を 2 か年かけて実施すること

も考えられる。 

また、航空市場の今後の動向を見極める必要があるが、現時点では令和 7 年度に公募（事

業開始予定は令和 9 年度）することを目指す。 

 

 

 

5－2 今後の検討論点等 

論点 内容、及び解決に向けた手段の検討 

（括弧内の年度は大まかな検討タイミング） 

１ 公園との連携について 

①連携を提案に委ねる

場合の評価のあり方 

 民間事業者のオプションとして、公園との一体的な賑わい創出事

業を提案させる場合には、選定時の評価のあり方が公平になる

ように留意する必要がある 

 事業の目的に合わせた審査項目（評価項目）を作成する

必要性がある 

（令和 4～6 年度） 

２ 事業性 

①県の事業期間中の負

担のあり方 

 財務分析、収支シミュレーションを踏まえ独立採算での事業成立

は難しいことから、混合型コンセッションの導入可能性が高い 

 事業期間中の県が支払うサービス対価の範囲について、

シミュレーション結果及び民間事業者からの意見聴取内

容を踏まえて検討する必要がある。 

 現時点での想定では、空港基本施設等の運営費用に加

え、増築分のターミナルビル整備費用やターミナルビル

の運営費用についてもサービス対価の範囲となることが
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想定される。 

（令和 3～6 年度） 

３ ビルの所有について 

①ビル会社との協議  現時点ではビル会社の意向等について把握を行っていないた

め、来年度以降、県の意向と調整する必要がある 

 ビル会社の活用意向を含めた県の意向とビル会社（株

主）の合意形成が必要 

 株式譲渡が発生する場合、株価算定が必要 

（令和 3～5 年度） 

②所有を県とした場合の

事業性への影響の検討 

 事業性の低い事業である場合、ビルを県所有とすることに一定

のメリットがある 

 事業範囲や諸条件とあわせて再度民間事業者から意見

を聴取して条件設定する必要がある 

（令和 4～5 年度） 

４ 国際線ターミナルビル整備における論点 

①事業期間中における

民間の資産の所有につ

いて 

 事業性が低く、将来の見通し上、大幅な収益改善が困難と想定

される事業の場合には、民間が事業期間中の資産を所有するこ

とはリスクとなる 

 一方で、県がビルを所有する場合の懸念事項として②に記載す

る事業期間中の投資が懸念される 

 事業範囲や諸条件とあわせて再度民間事業者から意見

を聴取して条件設定する必要がある 

（令和 3～5 年度） 

②事業期間中の民間の

投資意欲の促進につい

て 

 ビル資産の所有を県とする場合、事業期間終了後に運営権者の

手元には事業価値として残るものがなく、事業期間中の民間によ

る付加価値向上のための投資意欲がわきづらいことが懸念され

る。 

 先行事例の実施契約で規定されるような事業期間満了

後の資産の買取保証規定を契約に盛り込むことを念頭

に、民間事業者から意見を聴取し、条件設定する必要が

ある 

（令和 4～6 年度） 

③従来型発注とする場

合の、民間の自由度の

確保について 

 県の仕様で整備を行う場合、運営者の意向に沿わない施設とな

りがちである。 

 従来型発注とする場合は、整備タイミングをコンセッショ

ン事業導入のタイミングに合わせ、整備コンセプト等を提
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案させることを検討する 

（令和 4～6 度） 

④コンセッション事業にビ

ルの増改築を含める場

合の民間の自由度と要

求水準のバランス 

 増築工事を民間に委ねるため、県として整備内容に対する意向

を強く反映させたい場合には、要求水準等で規定する必要があ

るが、規定が仕様発注に近くなるほど、民間の自由度は下がると

ともに、民間の参画インセンティブを下げることになりかねない。 

 県が国際線ターミナルビルに求めたい事項を庁内で整

理・合意するとともに、民間事業者との対話を重ねながら

最小限の条件に抑えることが考えられる 

（令和 4～6 度） 

⑤増改築に民間資金を

活用することの県のメリ

ット・デメリット 

 設計・整備費用を含めたサービス対価として事業期間を通じた県

の支出の平準化が可能である一方、一般的に民間の資金調達

の方が、県が資金調達するよりも高い金利となる。 

 民間事業者の提案内容によっては、県が想定する空港整備費用

よりもコストが抑えられる。 

（定量評価では、コンセッションの導入を前提に、整備については

設計・施工一括発注とする方が、コストメリットが大きい結果とな

った。） 

 定量評価のみならず、県の官民連携導入の目的を踏ま

えて、最終的な導入手法について判断する 

（令和 3～5 度） 

５ スケジュールについて 

① 市場環境や事業性を

踏まえた官民連携手法

の導入タイミングの調整 

 混合型コンセッションの導入を目標とするが、コロナ禍で航空需

要は大きなダメージを受けており、需要回復の状況により、公募

をしても民間事業者が参画しない可能性がある。 

 また、立地環境や現在の旅客規模、周辺での任意事業等の展開

が限られていることを踏まえると大幅な成長が厳しいことから、民

間事業者のヒアリングにおいては段階的な民間活力の活用が提

案された。 

 市場環境を見定めながら、混合型コンセッションの導入タ

イミングを柔軟に調整するとともに、導入までの間に、指

定管理者制度を挟むことも一案として検討を進める 

（令和 3～5 度） 
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６．資料編 

 資料１ 長野県立大学との連携事業実施報告 

 

 

以上 
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資料１  空港活性化に関する地元大学生からの意見聴取 

 長野県立大学と連携し、松本空港の活性化に向けた方策に関する検討を実施した。実施概

要は下表の通りである。 

 

実施日 実施内容 

令和 2 年 11 月  松本空港の現状や課題について説明を実施。 

令和 2 年 12 月  松本空港の活性化に向けた方策に関する発表会を開催。 

 同大学の航空公共経済プログラムの学生を中心に 3 グループに分

かれて発表が行われた。 

 

【発表会の様子（新型コロナウイルス感染症拡大のためオンラインで実施）】 
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提案の前提として、航空面の脆弱性が問題と考え、発展のためには根本的課題の改善が必

要と考え、滑走路の延長や運用時間の延長を前提に民営化による改善方策を提案された。そ

の上で、チーム毎に以下のようなアイディアが提案された。 

 

【A チーム：スポーツと関連させた空港活性化】 

 

 

 

 

 

 



88 

 

【B チーム：空港のイメージ改善、アイデンティティの確立】 

 

【C チーム：公園活用】 

 

 

 


